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第1章 調査・評価の考え方 
1.1 調査のよりどころ 

本説明書は，文献調査の項目のうちの地震・活断層に関する説明書である。地震・活断層に関す

る調査のよりどころは以下のとおり。 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（以下，最終処分法という。）に基づき，文献調査開始

に当たって原子力発電環境整備機構が 2020 年に公表した「北海道寿都郡寿都町 文献調査計画書」

（以下，文献調査計画書という。）に従って調査を進めた。その間，原子力規制委員会（2022）の「特

定放射性廃棄物の最終処分における概要調査地区等の選定時に安全確保上少なくとも考慮されるべ

き事項」（以下，「考慮事項」という。）が公表され，科学的特性マップ策定時の考え方1および「考慮

事項」などを参照して最終処分法の要件を具体化した経済産業省資源エネルギー庁（2023）の「文

献調査段階の評価の考え方」（以下，「文献調査段階の評価の考え方」という。）が策定されており，

これらに基づいて調査・評価を行った。それぞれの概要は以下のとおりである。 

なお，最終処分法については文献調査報告書の 4.1.1（1）に示したとおりである。 

 

1.1.1 文献調査計画書 

地震・活断層については評価する要件として，「断層活動」があり，その評価に用いる情報の例と

して，「活断層の存在，性状」，「断層破砕帯の幅，変形の及ぶ場所」および「活褶曲，活撓曲の存在

および変形の及ぶ場所」が示されている。また，評価に用いる主要な文献・データとして，以下が

示されている。 

・ 活断層データベース（産業技術総合研究所ホームページ） 

・ 活断層詳細デジタルマップ［新編］（今泉ほか編，2018） 

・ 新編日本の活断層（活断層研究会編，1991） 

・ 50万分の 1活構造図「札幌」（寒川ほか，1984） 

 

1.1.2 「考慮事項」 

地震・活断層については「１．断層等」として以下のとおり示されている。これらは，概要調査

地区等の選定時において，それぞれの時点で得られている情報に基づき，適切に考慮されるべきで

あるとされている。 

 

「考慮事項」の「１．断層等」について 

次に掲げる断層等を避けること。 

① 後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない断層等のうち震源として考

慮する活断層 

② 上記①の活断層の活動に伴い損傷を受けた領域 

③ 後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない断層等のうち地震活動に伴

って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべり面 

 
1総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 放射性廃棄物WG（以下，放射性廃棄物WGという。）

（2017）。 
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④ 上記①及び③の断層等以外のものであって規模が大きい断層 

ここで、後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない断層等の認定に当たっ

て、後期更新世（約 12～13万年前）の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世以降の活動性が

明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約 40万年前以降）まで遡って地形、地質・地質

構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を評価すること。なお、活動性の評価に当たっ

て、設置面 Aでの確認が困難な場合には、当該断層の延長部で確認される断層等の性状等により、

安全側に判断すること。 

 
A本考慮事項において、「設置面」とは人工バリアを設置しようとする場所を指す。 

 

なお，断層の活動時期を評価する期間の経緯については，「実用発電用原子炉に係る新規制基準の

考え方について」（原子力規制委員会，2016；2022年 12月 14日改訂）で以下のように記されている。 

 

耐震設計審査指針において「活断層」を、第四紀全体（約１８０万年前（平成２１年より約２

５８万年前に変更）～現在）で活動が認められるものと定義した上で、第四紀の中でも地殻変動

の様式や速度が異なることや地表地震断層や活断層のトレンチ調査の結果から得られる再来期

間（活断層の活動間隔）を考慮して「耐震設計上考慮する活断層」として５万年前以降に活動し

たもの、又は再来期間が５万年未満のものを活断層評価の目安としていた。平成７年兵庫県南部

地震以降に行われてきたトレンチ調査の結果から確認される再来期間は最長３万年であったが、

再来期間が５万年を超える可能性を考慮するとともに、それまでの審査実績を踏まえ、「耐震設計

上考慮する活断層」は、第四紀の後期更新世以降（１２～１３万年前以降）の活動が否定できな

いものとした 

 

また，「考慮事項」④のように断層等の活動性にかかわらず規模の大きい断層を避けることとして

いるが，これについて「中深度処分における断層等に係る要求事項について」（原子力規制庁，2021）

では，以下のように補足されている。 

 

規模の大きい断層に関して、実用発電用原子炉等の原子力施設の操業期間に比べ、極めて長期

の自然事象を考慮することとしている高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る研究では、第四紀

（約 258万年前以降）に活動した断層でなくても、地表やその地下に規模の大きな断層が存在す

る場合は、ずれ破壊が及び得る範囲を考慮する必要があるとしている。 

この点については、活動性にかかわらず、規模の大きい断層を避けて人工バリアを設置するこ

とを要求することにより、実用発電用原子炉等の原子力施設では考慮する必要のない古い断層

が、当該原子力施設の操業期間を大きく超える長期において活動したとしても、その断層が新た

な地下水流動経路となり放射性物質の移動を促進すること等を防止する効果を得ることができ

る。 
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1.1.3 「文献調査段階の評価の考え方」 

地震・活断層については，断層等の基準化の考え方，基準および基準への該当性の確認の仕方が

以下のとおり示されている。 

 

断層等の基準化の考え方 

断層等の回避には、ずれ（断層変位）による人工バリア損傷防止の観点と、断層及びその周辺

の地下水流動経路を通じた放射性物質の移動の促進等を防止する観点がある。後者の観点は、概

要調査以降の詳細な調査が必要であり、工学的対策（設計）、安全評価と関連することから、文献

調査段階では、避ける場所の基準として、前者の観点のみを考慮することとする。 

前者の観点から避ける場所の基準を策定するに当たって、断層とその周辺の構造を考える。震

源として考慮する活断層及びその周辺に分布する永久変位が生じる断層について、断層面を中心

としてその周りに断層コアがあり、その外側にダメージゾーンがあるという構造を下図に示して

いる。断層面と断層コアは断層活動による変位の大部分を賄う領域である一方、ダメージゾーン

は断層コアに比べて、断層活動による変位の程度が非常に小さい領域であり、周辺岩盤（母岩）

よりも割れ目（fracture）などの二次的な構造が発達し A, B，透水性が大きい C。断層コアの寸法は、

断層の変位量に応じて幅広い値を取ると考えられている D。一方、「考慮事項」に示された、変位

を及ぼす地すべり面については、震源として考慮する活断層及びその周辺に分布する永久変位が

生じる断層とは異なるものの、面に沿って粘土や角礫岩等（地すべり起源の破砕岩）が形成され

るため、これを断層コア相当とする。「考慮事項」に示された、「規模が大きい断層」についても、

断層コアの部分があると考えられる。 

文献調査段階の評価の考え方において、「規模が大きい断層」の目安は、「大規模地下施設とそ

れを取り巻く地下地質環境に著しい影響を及ぼす可能性のある断層の規模と考えられること」等

を理由に、地表での分布長がおおむね 10 km以上のものを網羅的に抽出した文献 Eを参考に、「地

表における延長がおおむね 10 km以上」とする。 

 

 
図 断層及びその周辺の構造の概念図（Choi et al. B等を基に作成） 

 
A丹羽正和，島田耕史，黒澤英樹，三輪敦志（2008）：圧縮性ステップにおける破砕帯の構造，地質学雑誌，Vol. 114，No. 
10，pp. 495-515. 

B J.-H. Choi, P. Edwards, K. Ko, Y.-Se Kim (2016): Definition and classification of fault damage zones: A review and a new methodological approach, 
Earth-Science Reviews, Vol. 152, pp. 70-87. 

C重松紀生，大谷具幸，小林健太，奥平敬元，豊島剛志（2018）：陸域断層の内部構造，地質学雑誌，Vol. 124，No. 9，pp. 759-
775. 
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D A. Torabi, M.U. Johannessen, T.S.S. Ellingsen (2019): Fault Core Thickness: Insights from Siliciclastic and Carbonate Rocks, Geofluids, Vol. 2019, 
Article ID 2918673. 

E小坂和夫，金折裕司，千木良雅弘，吉田鎮男（2010）：日本の断層マップ，培風館. 

 

断層等の基準 

最終処分法第六条第二項の第一号及び第二号に対して、最終処分を行おうとする地層について

以下のいずれかに該当することが明らかまたは可能性が高い場所 Aを避ける。 

（ア） 後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断

層の断層面 B 

（イ） 後期更新世以降の活動が否定できない断層等のうち地震活動に伴って永久変位が生じ

る断層の断層面 B及び変位を及ぼす地すべり面 

（ウ） 上記（ア）または（イ）以外の、地表における延長がおおむね 10 km以上の断層の断層

面 B 

（エ） 上記（ア）～（ウ）の断層コアの部分 

A最終処分を行おうとする地層と重なる場所。 
Bずれ（断層変位）による人工バリア損傷防止の観点を明確にするために「断層面」としている。 

 

断層等の基準への該当性の確認の仕方 

○震源として考慮する活断層、地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべ

り面 

以下に示す審査ガイド Aの説明や最近の知見を参考に、震源として考慮する活断層、地震活動

に伴って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべり面に該当するかどうかを確認する。 

基準では、震源として考慮する活断層及び、地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び変位

を及ぼす地すべり面のいずれについても「避ける対象」としているため、必ずしもそれらを区別

する必要はない。 

 

＜審査ガイドの説明＞ 

「震源として考慮する活断層」については、「地下深部の地震発生層から地表付近まで破壊し、

地震動による施設への影響を検討する必要があるもの」Bとされている。 

「地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び変位を及ぼす地すべり面」については、以下の

ような留意点が示されている。 

・ 地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び支持地盤まで変位及び変形が及ぶ地すべり

面は、地震活動と同時に活動するとは限らない。 

・ 逆断層では、例えば、断層の変位に伴って、上盤側に局所的な引張場が形成され別の正断

層が形成される場合があること、当該断層とは傾斜が反対の別の逆断層（バックスラスト）

が形成される場合があること、これらの断層が活動して永久変位を起こすことがあること

に留意する。 

・ 伏在逆断層によって生じた断層関連褶曲に伴って、断層等が活動して永久変位を起こすこ

とがあることに留意する。 

・ 横ずれ断層では、例えば着目する亀裂等が横ずれ断層に伴うフラワー構造の一部である可
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能性に留意する。 

・ 地すべり面は、冠頂部で正断層、側方部で横ずれ断層、末端部で逆断層と似た様相を呈す

ることがある。 

 

○最終処分を行おうとする地層について（ア）、（イ）、（ウ）、（エ）のいずれかに該当 

最終処分を行おうとする地層において、断層等の分布の位置や幅が確認できる／確度の高い推

定ができる場合は、避ける場所とする。 

地表付近の情報のみに限られる場合等、上記の検討が難しい場合には、「（ア）、（イ）、（ウ）、

（エ）に該当する断層等」の可能性を想定し、最終処分を行おうとする地層において避ける位置

については概要調査以降で確認するものとする。 

 

○後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動の可能性 

後期更新世以降の活動性が明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約 40 万年前 以降）

まで遡って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を評価する C。 

後期更新世以降の活動性評価には、この時代の段丘面や地層の変位・変形に注目する方法が一

般的である。中でも、酸素同位体ステージ 5e に対応づけられる中位段丘面や地層は分布及び保存

が良好であることから有効である A。 

中期更新世以降の断層等の評価には、この時代の地形面や地層の変位・変形に注目することが

一般的である。中でも酸素同位体ステージ 7、9、11 の温暖期（高海水準期）に対応づけられる段

丘面や地層の利用が有効である A。  

 

○断層コアの部分 

野外の露頭の観察、トレンチ調査結果やボーリングデータ等の文献・データによりこれらの領

域を確認する。地すべり面については、その周辺の破砕部を断層コア相当とする。  

 

○地表における延長がおおむね 10 km以上の断層 

地表地質図等で延長がおおむね 10 km 以上の断層を抽出する。抽出した断層について、個別の

文献等により、存在の確実性や延長や「最終処分を行おうとする地層」部分への分布等を確認す

る。 

 
A原子力規制委員会（2013）：敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド（2022年最終改正）. 
B 鈴木康弘（2014）：活断層の定義および位置精度に関する留意点，活断層研究，41，pp. 11-18. 
C地層処分において安全確保上少なくとも考慮されるべき事項に関する検討（第7回目）－考慮事項の決定等－「別紙2」. 

 

このうち，基準（ウ）の地表における延長がおおむね 10 km以上の断層について，その設定され

た背景として，以下が考えられる。 

文献調査段階では，避ける場所の基準として，ずれ（断層変位）による人工バリア損傷防止の観

点のみを考慮することとしている（経済産業省資源エネルギー庁，2023）。また，活動性にかかわら

ず，規模が大きい断層を避けることで，活動をしたとしても，地下水流動経路の形成などを防止す

る効果を得ることができる（原子力規制庁，2021；1.1.2参照）。そのため，規模が大きい断層は，将
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来数万年を超える長期においての活動も想定されていることから，断層等の基準に含まれている（原

子力発電環境整備機構，2023）。 

また，文献調査段階では取得可能な地下の情報に限りがあることを考慮して，「大規模地下施設と

それを取り巻く地下地質環境に著しい影響を及ぼす可能性のある断層の規模と考えられる」断層の

評価指標として，「日本の断層マップ」（小坂ほか，2010）を参考に，地表における延長が設定され，

その長さはおおむね 10 km 以上とされている（経済産業省資源エネルギー庁，2023）。小坂（2010）

では，断層の延長を概ね 10 kmとした理由として以下が示されている。 

・ 10 km 以上の延長を有していれば，断層を確認ないしは推定する根拠が複数以上あることが

推定され，確実性が高いと判断されること。 

・ 10 km以上の延長があれば地質的にある程度の構造的規模を反映していると考えられること。 

・ 活断層を想定した場合，延長 10 kmはM6.5の地震規模に相当すること。 

・ 大規模地下施設とそれを取り巻く地下地質環境に著しい影響を及ぼす可能性のある断層の

規模と考えられること。 

また，延長 10 kmはM6.5の地震規模に相当することの根拠として，内陸地震に伴う地表地震断層

に関する知見が参考となる。地表地震断層の出現率は M6.5 と M6.8 の間で急激に増加し（武村，

1998），松田の経験式（松田，1975）によれば，M6.5で断層の長さが約 10 kmとなる。 

しかし，松田の経験式の断層長さのデータには，地表地震断層長と震源断層長との両方が含まれ

ており，実際に，地表地震断層長が震源断層長の 5割以上となるのは，M6.5以上の地震で 20%であ

る（遠田，2013）。そのため，一回または数回の断層活動では，未成熟な短い断層としてその長さが

10 km未満となる場合が考えられる。 

一方，個々の断層活動が幾度も繰り返されることで成熟した長大な断層が形成されると考えられ

ている（例えば，Fossen, 2016）。そのため，一回の断層活動で出現する断層の長さが短いとしても，

活断層の平均活動間隔である数千～数万年（例えば，松浦ほか，2019）ごとに活動を繰り返した断

層は一定の長さを有すると考えられる。 

上記のような，地表地震断層の出現率や出現した場合の長さおよび断層の成長過程に関する考え

は，規模が大きい断層の指標として，地表における延長がおおむね 10 km以上となった背景の一つ

と考えられる。 

 

1.2 評価の考え方 

文献調査対象地区の地震・活断層に関連する事項として，活断層については「文献調査段階の評

価の考え方」に示された基準（ア）～（エ），地すべり面については基準（イ），（エ），活断層以外

の断層については基準（ウ），（エ）と，それぞれの基準への該当性の確認の仕方（1.1.3参照）に従

って評価する。 

地震については，上記基準に関する評価の対象とはならないものの，活断層に関連する情報とし

て使用する。概要について 3.1で，活断層との関係について 4.4.4で述べる。 

地震動について，深度 250 m以深における地震加速度は，地表での観測値に対して 1/3～1/5程度

であること（藤川ほか，2012），地下深部において人工バリアは耐震安定性を有すること（核燃料サ

イクル機構，1999a，1999b），埋め戻し後は地震力の影響が極めて小さくなること（原子力規制庁，

2021）などから，著しい変動を与える事象とはならないと考えられ（総合資源エネルギー調査会 電



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地震・活断層」 

7 

力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術WG（以下，地層処分技術WGという。），2014），

本説明書の評価対象とはしない。 

 

1.3 調査の進め方 

1.3.1 文献・データの収集・情報の抽出 

収集対象範囲を設定（2.1参照）し，活断層，地すべり面および活断層以外の断層ならびにそれら

の調査結果および関連情報について記載のある文献・データを収集する。 

文献・データの収集に当たっては，「文献調査段階の評価の考え方」で示された文献・データの収

集の考え方に従い，文献調査計画書に示した主要な文献・データに加え，公的な機関が公表してい

る文献・データを収集し，また，学術雑誌に公表されている論文を収集するため，文献データベー

スで検索を行い収集する。収集した文献・データから，変動地形学的調査結果，地質調査結果，地

球物理学的調査結果および地震学的調査・史料地震学的調査結果の情報を抽出する。 

 

1.3.2 評価に必要な知見の整理 

1.3.1で収集した文献・データより抽出した情報から，活断層，地すべり面および活断層以外の断

層について確認し，これらの評価に必要な知見を整理する。併せて，地形判読および海上音波探査

結果による地質構造の分析を行う。 

また，「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」（原子力規制委員会，2013）

を参考に，地震活動，測地資料，変動地形，地質・地質構造および地球物理学的調査研究などに関

する文献・データの知見を整理し，断層との関係などを確認する。 

 

1.3.3 基準に照らした評価 

1.3.2で整理した情報を用いて，1.2で示した評価の考え方に基づいて断層ごとや地域ごとに評価を

行う。図 1.3-1に評価のフローを示す。 

活断層（4.1）の評価の流れについては，まずその活動性について評価するが，本報告書による評

価で，後期更新世以降の活動について明らかまたは可能性が高いといえない場合，地表における延

長がおおむね 10 km以上への該当性を評価の対象とする。なお，既存文献データと断層の関係（4.4）

では断層の存在や連続性などに関連する情報を整理し，その結果から文献で指摘されていない活断

層が推定される場合，その推定された活断層も同様の評価の流れとなる。また，活断層以外の断層

（4.3）については，活動性については評価対象とはせず，地表における延長がおおむね 10 km以上

の該当性を評価する。さらに，地すべり面（4.2）については，その活動性を評価する。 

このうち活動性の評価については，変動地形学的調査，地質調査および地球物理学的調査といっ

た調査結果ならびに地形，地質・地質構造および応力場などを検討し，総合的な評価を行う必要が

ある（敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド（原子力規制委員会，2013））。

そのため，これらのデータの不足などによって総合的な評価ができない場合，例えば，変動地形学

的調査結果のみの場合などには，文献調査段階の評価結果としては基準（ア）および（イ）に該当

する可能性が高いとは評価しない。 

上記の活動性または延長の評価により，明らかまたは可能性が高いと判断される場合，断層面（地

すべり面）や断層コアの部分（地すべり破砕部）の評価に進む。 

また，活断層の延長を評価することおよび活断層以外の断層の活動性を評価しないことの背景と
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しては以下が挙げられる。 

・ 基準（ウ）は，「大規模地下施設とそれを取り巻く地下地質環境に著しい影響を及ぼす可能性

のある断層の規模と考えられる」断層の評価指標として，小坂ほか（2010）を参考に，「地表

における延長がおおむね 10 km 以上」とされている（経済産業省資源エネルギー庁，2023）。 

・ 基準（ウ）に関連する「規模が大きい断層」（原子力規制委員会，2022；考慮事項④，1.1.2参

照）については，活動性にかかわらず，規模が大きい断層を避けることで，活動をしたとし

ても，地下水流動経路の形成などを防止する効果を得ることができる（原子力規制庁，2021，

1.1.2参照）。 

 

 

図 1.3-1 評価対象の評価フロー 
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第2章 文献・データの収集・情報の抽出 
2.1 収集対象範囲 

文献調査対象地区は，寿都町全域および海岸線から 15 km以内の大陸棚の範囲（図 2.1-1）であり，

これを包含する文献・データの収集対象範囲については，図 2.1-2に示す。収集対象範囲は，最終処

分を行おうとする地層について（ア）～（エ）のいずれかに該当することが明らかまたは可能性が

高い場所（1.1.3）を検討すること，断層等が最終処分を行おうとする地層における位置と地表の分

布位置で異なる（地層処分技術WG，2017）ことを考慮し，寿都町とその周辺（最大で 2万 5000分

の 1地形図 1区画分程度）に加え，文献調査対象地区内に分布する可能性のある黒松内低地断層帯

（地震調査研究推進本部，2005）と尻別川断層帯（今泉ほか編，2018）が分布する 2万 5000分の 1

地形図の区画とその周辺（最大で 2万 5000分の 1地形図 1区画分程度）も収集対象範囲とした。ま

た，海域については，寿都町前面付近の大陸棚を包含する海岸線から 15 km以内とした。 

 

 

図 2.1-1 沿岸部における地下施設設置のイメージ 

（沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関する研究会，2016） 
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図 2.1-2 収集対象範囲 

活断層分布は，今泉ほか編（2018）の位置を図示。大陸棚外縁については，海底地形の特徴に基づいて描いた

地形線を使用（技術的観点からの検討のうち地形，地質・地質構造に関する説明書（以下，説明書「地形，地

質・地質構造」という。）を参照）。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日

本水路協会発行 M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報

（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に

基づく。 
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2.2 収集・抽出の観点 

地震・活断層における収集・抽出の対象の調査結果は，「変動地形学的調査」，「地質調査」，「地球

物理学的調査」および「地震学的調査・史料地震学的調査」に大別される。これらの対象とする情

報の詳細について，以下の（1）～（4）に示す。 

 

（1）変動地形学的調査 

活断層分布図および地すべり地形分布図などの地形判読結果，旧汀線（段丘面）高度分布など。 

 

（2）地質調査 

地表地質調査結果，トレンチ・ピット調査結果，露頭調査結果，ボーリング調査結果やこれらに

基づく地質図など。 

 

（3）地球物理学的調査 

反射法地震探査結果，海上音波探査結果，重力探査結果，磁気探査結果など。 

 

（4）地震学的調査・史料地震学的調査 

震源データ，発震機構解，地震波トモグラフィー，歴史地震・被害地震など。 

 

2.3 抽出結果 

2.1および 2.2に基づいて収集し，情報を抽出した文献・データを「添付資料 A 情報を抽出した

文献・データのリスト」にまとめた。 

また，本説明書において引用している文献・データは，「引用文献」として示した。この「引用文

献」には，一般的な教科書類，原子力規制委員会，地層処分技術WGなどの文献・データも含まれ

る。なお，「情報を抽出した文献・データのリスト」においては 1件としている文献・データを，引

用箇所を明確にするためにいくつかに分けて扱っている場合もある（例えば，原子力規制委員会審

査会合資料，書籍など）。一方，収集・抽出の観点には該当するが評価に必要と考えられる情報が確

認されなかった場合または情報が重複する（例えば，旧版・最新版，引用・被引用文献など）場合

など，情報を抽出したリストに示した文献・データでも引用していないものがある。 
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第3章 地震および断層等の概要 
第 3章では，第 2章で収集し，情報を抽出した文献・データに基づき，第 4章で知見を整理する

基盤情報として，文献調査対象地区およびその周辺地域における地震および断層等（断層と地すべ

り面を合わせて「断層等」という；原子力規制庁，2021）の概要について示す。なお，本説明書で

は，地質図などに示される活断層以外の断層について，活断層として示される断層と区別するため

に「地質断層」という用語を用いる。 

 

3.1 地震の概要 

文献調査対象地区およびその周辺地域で発生する地震活動の特徴や震源分布，発震機構分布，歴

史地震・被害地震について示す。 

 

3.1.1 震源分布 

（1）北海道地方の地震の特徴 

図 3.1-1に示すように，北海道地方では，海域を中心に，1993年北海道南西沖地震の震源付近を含

む日本海東縁や太平洋プレートの沈み込み帯付近での地震活動が活発である。これに対し，北海道

南西部の渡島半島の地震活動は，道内の他地域や東北地方の内陸地震と比較して低調である。 

 

 

図 3.1-1 北海道地方および東北地方の震源分布の例（気象庁ホームページa） 

出典：地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページa）。2000年1月から2000年 12月までの期間における震

源分布を表示。 

 

（2）文献調査対象地区およびその周辺地域の地震の特徴 

図 3.1-2に文献調査対象地区を含む西南北海道地域で，1983年 1月～2022年 3月に発生した通常地

震の震源分布を深度別に示す。これによると，文献調査対象地区周辺では深度 10～20 kmの地震が

多い。 

上記期間より前の地震活動として，文献調査対象地区南方において 1959年に 1回，1966年に 8回

地震が観測され，このうち最大のものは 1966年 4月の M3.6で長万部にて震度 3であった（宇津，

1968）。また，文献調査対象地区付近において，1973年末に寿都にて最大震度1を含むまとまった地

震が報告されている（本谷，1975）。これらの期間以外では，地震は全く発生していない（本谷，1981）。 
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図 3.1-2 深度別震源分布 

地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページa）に基づき作成。1983年1月から2022年 3月までの期間にお

けるマグニチュード 1以上，震源の深さの標準誤差が2 km以下の通常地震を表示。 

 

（3）地震発生層 

地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページ a）の通常地震の震源データをもとに，地震発生層

の指標として，D10，D50およびD90を算出するとともに，震源深さのヒストグラムを図 3.1-3に示

す。図 3.1-2の範囲内での地震数を浅いほうから数えて，10%，50%および 90%に達する深さ（D10，

D50およびD90）は，それぞれ深度 4.5 km，7.3 kmおよび 13.8 kmである。 

 

 
図 3.1-3 西南北海道地域における震源深さの頻度分布とD10，D50，D90 

地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページ a）に基づき作成。図 3.1-2の範囲，1983年 1月～2022年 3月

の期間，マグニチュード1以上および震源の深さの標準誤差 2 km以下の通常地震から算出。 
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3.1.2 発震機構分布 

西南北海道地域における発震機構分布を図 3.1-4に示す。文献調査対象地区南方，黒松内低地の南

部付近および内浦湾（噴火湾）では，概ね東西方向に圧力軸を持つ逆断層型の発震機構解が推定さ

れている。寿都町南方を震源とする 2022 年 12 月 15 日後志地方西部で 13 時 30 分に発生した地震

（M4.3）の初動発震機構解（図 3.1-5；気象庁ホームページ b）および同 15時 58分に発生した地震

（Mj3.6）のF-net地震のメカニズム情報（防災科学技術研究所ホームページ a）によると，これらの

地震の発震機構は，WNW-ESE方向に圧力軸を持つ逆断層型と推定される。 

 

 

 

図 3.1-4 西南北海道地域における地震の発震機構分布 

F-netメカニズム解データ（防災科学技術研究所ホームページ a）に基づき作成。1997年 1月から2023年8月

までの期間のメカニズム解を表示。 
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図 3.1-5 2022年12月15日後志地方西部の地震の初動発震機構解（気象庁ホームページb） 

 

3.1.3 歴史地震・被害地震 

文献調査対象地区周辺における代表的な歴史被害地震としては，1993年北海道南西沖地震（マグ

ニチュード 7.8，震源の深さ 35 km）が挙げられ，寿都町では震度 5が観測され，寿都港では 5 mの

津波到達高が測定されている（気象庁編，1995）。 

文献調査対象地区内を震源とする歴史被害地震は確認されない。 
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図 3.1-6 歴史地震・被害地震分布 

震央位置は宇佐美ほか（2013）に基づき作成。距離円の中心は寿都町役場とした。海岸線は「国土数値情報（海

岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の区域（塗りつぶし）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交

通省）に基づく。 

 

3.2 活断層の概要 

文献調査対象地区およびその周辺地域において，文献で活断層として示された断層線または活断

層の疑いのある地形要素（以下，文献活断層という。）について図 3.2-1に示す。これらの地域では，

主にN-S～NNW-SSE方向の活断層が卓越している。陸域では，黒松内低地断層帯（例えば，地震調

査研究推進本部，2005）や尻別川断層帯（今泉ほか編，2018）が知られており，黒松内低地断層帯は，

地震調査研究推進本部（2005）により主要活断層帯として長期評価が実施されている。寿都町はこ

の黒松内低地断層帯の北部に位置する。 
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図 3.2-1 主な文献活断層の位置 

赤線で示す個別論文に示された活断層は，地図上の断層線に沿ってその出典を示す。基図の元データには，陸

域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協

会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点

鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

3.2.1 黒松内低地断層帯 

黒松内低地断層帯は，寿都湾と内浦湾（噴火湾）を結ぶ地溝状の低地である黒松内低地帯（長尾・

佐々，1933）に分布する逆断層帯である。活断層研究会編（1980）で本断層帯の判読・認定が行われ

た（今泉・渡島半島活断層研究グループ，1982）。走向はほぼ南北であり，複数の並走する長さ数 km

の断層から構成され，断層帯全体の長さは，約 32 km 以上（地震調査研究推進本部，2005），46 km
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（産業技術総合研究所ホームページ）および約 51 km（北海道電力，2015a）とされている。主要な

断層は，白炭断層（白炭西断層および白炭東断層），蕨岱断層および長万部断層など（池田ほか編，

2002）である。 

黒松内低地断層帯の断層地形は，断層崖や撓曲崖が密に分布すること，それらの長さはほとんど

3～4 km以下であること，断層変位による大小の高まり（丘）と凹地が数多く分布することに特徴付

けられる（池田ほか編，2002）。これらの断層や撓曲の分布は，全体として黒松内低地帯の方向と調

和的な走向を示すが，必ずしも幌別山地や狩場山地を隆起あるいは黒松内低地付近を低下させると

いうような分布と変位センスの系統性はない（池田ほか編，2002；楮原ほか，2013）。このような地

形的特徴から，特定の断層だけでは応力の解放が不可能なほど圧縮が進行していると解釈できる（池

田ほか編，2002）。 

傾斜方向に関しては，主に西傾斜の断層が卓越すると考えられており（地震調査研究推進本部，

2005；今泉ほか編，2018；産業技術総合研究所ホームページ），黒松内低地断層帯付近の震源断層モ

デルは西傾斜の逆断層が推定されていることが多い（宮内，2012；佐藤ほか，2019；地震調査研究推

進本部，2021）。一方で，基礎試錐「黒松内」を用いた地質断面図では黒松内町付近に東傾斜の逆断

層（例えば，八幡，1989；北海道鉱業振興委員会編，1990）が，また，海成段丘の高度分布や地質構

造の情報を用いた震源断層モデルでは幌別山地西縁に東傾斜の伏在断層が推定されている（佐藤ほ

か，2019）。これらに加え黒松内低地帯における震源データが少ないことから，黒松内低地断層帯の

傾斜方向は東西どちらが主であるかは明確には評価できないと考えられる。 

また，黒松内低地断層帯は褶曲地帯に位置しており，本断層帯の活動度はB 級，水平短縮速度は

1 m/千年を超えると考えられる（今泉ほか編，2018）。黒松内低地帯の形成に関与すると考えられる

断層は存在せず，NNW-SSE方向の地質構造は同方向の新第三系の褶曲軸に支配されている（池谷・

林，1982）といった報告もある。 

以上のように，変位センスの系統性のなさ，傾斜方向の不確かさおよび断層変位と褶曲の関係な

どから，本断層帯の活動様式は非常に複雑であると考えられる（地震調査研究推進本部，2005）。 

文献調査対象地区内には，黒松内低地断層帯北部を構成する断層が分布しており，地表の位置が

文献調査対象地区外であっても傾斜および伏在の可能性を考慮すると，文献調査対象地区付近の断

層は文献調査対象地区の地下に分布している可能性がある。 
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図 3.2-2 黒松内低地断層帯の位置（地震調査研究推進本部，2005） 

 

3.2.2 尻別川断層帯 

尻別川断層帯は，蘭越町の尻別川河口付近から幌別山地の東麓に沿って黒松内町・黒松内インタ

ーチェンジ付近に至る逆断層帯である（今泉ほか編，2018）。活断層研究会編（1980）および中田・

今泉編（2002）で，本断層帯の判読・認定が行われた。走向はほぼ南北であり，それぞれの長さが

10 km程度かそれ未満の尻別川断層，三和付近の断層，目名付近の断層，上目名付近の断層，角十川

付近の断層，（熱郛）赤井川付近の断層および白井川付近の断層（地震調査研究推進本部，2005；北

海道電力，2015a）から構成され，断層帯全体の長さは約 20 km（今泉ほか編，2018）とされている。

なお，地震調査研究推進本部（2005）は，尻別川断層帯を構成する断層の長さが短いこと，黒松内

低地断層帯とは 5 km程度かそれ以上離れていること，多くは活断層であるか不確かさを伴っている

ことから，尻別川断層帯を主要活断層帯の長期評価の対象としていない。 

断層変位地形は主として東向きの断層崖であり（今泉ほか編，2018），本断層帯北半部の震源断層

モデルでも西傾斜と設定されているが（北海道電力，2022），南半部では西向きの逆向き断層崖も認

められる（今泉ほか編，2018）。文献調査対象地区の地表には分布しないが，本断層帯の震源断層と
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して想定される傾斜方向を考慮すると，尻別川断層帯を構成する断層が文献調査対象地区の地下で

は分布している可能性がある。 

 

  
図 3.2-3 尻別川断層帯の位置（地震調査研究推進本部，2005） 

地震調査研究推進本部（2005）に「尻別川断層帯」およびその範囲ならびに「蘭越町」を加筆。 

 

3.2.3 海域の活断層 

文献調査対象地区の海域を含む日本海東縁にはN-S方向の逆断層が卓越する（例えば，徳山ほか，

2001；岡村・加藤，2002）。これらの逆断層は，上盤に非対称の背斜構造や撓曲帯を伴い地形的な高

まりを形成していることから，このような背斜構造の形状は断層関連褶曲と推定されている（岡村・

加藤，2002；岡村，2019）。 

寿都町から 15 km以内の海域には，海上音波探査や海底面の地形判読により，海底活断層が示さ

れている（図 3.2-1：例えば，活断層研究会編，1991；泉ほか，2014；中田，2015；北海道電力，2015a；

岡村・佐藤，2023）。これらの走向は概ね南北である。 
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3.3 地すべり地形の概要 

文献調査対象地区およびその周辺地域において，主な文献に示されている陸域と海域の地すべり

地形の分布位置について図 3.3-1に示す。 

文献調査対象地区付近は，山岸・伊藤（1993）の地すべり地形の頻度分布によると，北海道内で

は比較的地すべり地形の少ない地域であり，図 3.3-1に示すように北東方向のニセコ・雷電火山群や

南西方向の狩場山地付近と比べても，そのことが読み取れる。 

海域では，森木ほか（2017）によれば，寿都海脚付近および寿都海底谷付近に地すべり地形が示

されている。 

 

図 3.3-1 主な文献における地すべり地形の位置 

陸域は地すべり地形GISデータ（防災科学技術研究所ホームページb）を，海域は森木ほか（2017）のうち海

岸線から約15 km以内のみを図示。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日

本水路協会発行 M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報

（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国

土交通省）に基づく。 
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3.4 地質断層の概要 

文献調査対象地区およびその周辺地域における 5万分の 1地質図幅（鈴木ほか，1981；山岸ほか，

1976；山岸，1984）によると，文献調査対象地区西部の寿都半島では，北部に走向がNNW-SSEの断

層が 2本，南部に走向が WNW-ESEの断層が 1本示されている。さらに，文献調査対象地区東部の

幌別山地では，北部に走向が N-Sの断層が，西部に走向が WNW-ESEと NNE-SSWの断層が 1本ず

つ示されている。 

 

 

図 3.4-1 地質断層の位置（5万分の1地質図幅） 

文献調査対象地区およびその周辺地域の 5万分の1地質図幅（鈴木ほか，1981；山岸ほか，1976；山岸，1984）

における「断層」を図示。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協

会発行 M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線

データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）

に基づく。  
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第4章 評価に必要な知見の整理 
第 4章，4.1から 4.3では，文献に示された断層等（活断層，地すべり地形および地すべり面，地

質断層）に関する情報ならびに本調査の地形判読および既存の海上音波探査結果を用いた本調査の

分析に基づいて，断層等の分布，活動性および断層コアなどについて整理した結果を示す。また，

4.4では海成段丘の高度分布，地質構造，測地観測結果および地球物理学的調査結果を整理する。 

地図や図面上で断層等が示される位置の留意点として，実際の位置との間に誤差が生じることが

知られている（例えば，産業技術総合研究所ホームページ；鈴木，2014）。位置情報の誤差について，

産業技術総合研究所ホームページは，調査がよく進んでいる活断層で数メートル単位，地形のみか

ら推定されている活断層で数十メートルかそれ以上の誤差が生じる場合があると述べている。また，

鈴木（2014）は，位置情報の誤差の要因として，「判断における認識論的不確かさ」，「地形変化によ

る誤差」，「デジタイズ等，数値化作業における誤差」の 3つを挙げている。本説明書に示された断

層位置についても，これら 3つの要因による位置情報の誤差が生じている可能性がある。このよう

な各文献の位置精度に関する情報については添付資料Bに示す。 

 

4.1 活断層 

文献調査対象地区およびその周辺地域の文献活断層の分布を図 4.1-1 に示す。図 4.1-1 には，文献

活断層として，今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982），奥村（1983），活断層研究会編（1991），

池田ほか編（2002），吾妻ほか（2003），泉ほか（2014），渡辺・鈴木（2015），北海道電力（2015a，2015b），

中田（2015）（位置を示す文献は森木ほか，2017），Kumamoto et al. (2016)，今泉ほか編（2018），小野・

斉藤（2019），岡村（2019）および岡村・佐藤（2023）の位置を示している。なお，産業技術総合研

究所ホームページについては，「産業技術総合研究所が既存資料に基づき独自に編纂・簡略化したも

のであり，あくまでも概略の分布を示すもの」であるため，4.1では扱っていない。 

文献活断層は，文献調査対象地区陸域の地表には，黒松内低地断層帯を構成する樽岸リニアメン

ト，五十嵐川断層，湯別・丸山西側付近の断層，歌棄リニアメントおよび丸山東側付近の断層が示

されている。断層の傾斜，削剥および堆積作用などの影響を考慮すると，地表では文献調査対象地

区に示されていないが地下では分布する可能性があるものとして，黒松内低地断層帯を構成する白

炭断層，月越原野断層および九連山の沢リニアメント，尻別川断層帯を構成する尻別川断層および

中田（2015）らの活断層が考えられる。 

文献調査対象地区の大陸棚付近の海底面には，泉ほか（2014）の海底推定活断層と中田（2015）の

海底活断層が示されている。海底面では文献調査対象地区の大陸棚に分布していないが地下では分

布している可能性のあるものとして，北海道電力（2015a）らの海底活断層，活断層研究会編（1991）

の海底活断層AおよびB，渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層ならびに尻別川断層が考えられる。 

次に，本調査の地形判読結果を図 4.1-2に示す。本調査の陸域の地形判読では，2万分の 1および

4 万分の 1 空中写真ならびに数値標高データから作成した地形表現図（赤色立体地図や傾斜量図な

ど）を用いた。変動地形の分類は「原子力発電所耐震設計技術指針」（原子力規格委員会編，2023）

を判読基準とし，断層の変位・変形を受けたと考えられる地形要素の判読に関しては「活断層地形

要素判読マニュアル」（佐々木ほか，2006）も参考にした。海域の地形判読では，日本水路協会発行

M7000シリーズから作成した海底地形アナグリフ（後藤，2013，2014）を作成し，Goto et al. (2022)な
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ど2を参考に判読を試みた。本調査の地形判読における変動地形の分類についての詳細を添付資料C

に示す。加えて，海域に関しては，既存の海上音波探査結果を用いて，米倉（1979），緒方・本庄（1981），

池原ほか（1990），岡村（2000）および岡村（2019）を参考に，地質構造を分析した。 

本調査の地形判読および既存の海上音波探査結果を用いた本調査の分析は，上述の文献活断層を

包含する範囲で実施したが，これらの文献活断層以外に相当すると考えられる変動地形3および活構

造は抽出されなかった。 

したがって，4.1では，文献活断層および本調査の地形判読結果については，文献活断層に基づく

個別断層ごとに知見を整理する。しかし，黒松内低地断層帯北方延長部（4.1.1（9））については，文

献活断層および本調査の地形判読による変動地形が示されていないものの，文献調査対象地区中央

部に当たることなどから，地域に焦点を当てて知見を整理する。 

これらの活動性については，（i）変動地形学的調査，（ii）地質調査および（iii）地球物理学的調査

に関する文献・データを用いて検討する。具体的には，変動地形学的調査結果としては活断層分布

図および地形判読結果などを，地質調査結果としては地表地質踏査結果，トレンチ・ピット掘削調

査結果，露頭調査結果およびボーリング調査結果などを，地球物理学的調査結果としては反射法地

震探査結果および海上音波探査結果などを用いる。これらの文献を用いて活動性を検討する際には，

その文献における記載や情報を活用する。 

本調査の地形判読結果を用いた変動地形の活動性を検討するに当たっては，段丘面の分布高度・

連続性・開析度合い，文献により得られた年代資料などから推定された段丘面の形成年代を用いる。

段丘面の対比・編年については添付資料Dに示す。これについて，さらに詳細には，海成段丘は「隆

起・侵食に関する説明書」（以下，説明書「隆起・侵食」という。）に，河成段丘は添付資料Eに示

す。また，本調査で実施した既存の海上音波探査結果を用いた活動性の検討に当たっては，その文

献の層序の解釈を用いる。その層序については添付資料Dに，さらに詳細には説明書「地形，地質・

地質構造」に示す。 

 
2 Goto et al. (2022) では解像度の問題から大陸棚を対象外としているため，本調査においては大陸棚についてGoto et al. (2022) だ
けでなく，陸域の基準の「原子力発電所耐震設計技術指針」（原子力規格委員会編，2023）や「活断層地形要素判読マニュ

アル」（佐々木ほか，2006）も参考とした。 
3本説明書では「地殻変動に起因する特徴的な地形」（原子力規格委員会編，2023）という意味で使用する。 
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図 4.1-1 文献調査対象地区およびその周辺地域の文献活断層の位置 

本説明書で扱う文献活断層を太線で示す。文献ごとに断層線の位置の精度が異なる可能性がある。個別論文の

文献活断層（赤線および黒線）は，今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982），奥村（1983），吾妻ほか（2003），

泉ほか（2014），中田（2015），渡辺・鈴木（2015），Kumamoto et al. (2016)，小野・斉藤（2019）および岡村

（2019）であり，これらの詳細は図 4.1-3以降に示す。黒松内低地断層帯を構成する個別断層の名称について

は，「断層」，「リニアメント」，「付近の断層」などの記載を省略して表記。基図の元データには，陸域は国土地

理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行 M7000 シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第

2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国

土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 4.1-2 文献調査対象地区およびその周辺地域における本調査の地形判読結果 

本説明書で扱う地形判読結果を太線で示す。図中の枠は各図の範囲を示す。変動地形の分類（陸域）について

は，「原子力発電所耐震設計技術指針」（原子力規格委員会編，2023）を判読基準とし，「活断層地形要素判読

マニュアル」（佐々木ほか，2006）も地形要素の判読の参考にしている。分類（海域）については，Goto et al. 

(2022)2を参考にしている。これらの分類の詳細については，添付資料Cに示す。また，ここでは，地形判読結

果として断層線のみ示しているが，撓みや勾配異常などを含めた詳細は図 4.1-3 以降に示す。基図の元データ

には，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日

本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政

界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

4.1.1 陸域の活断層 

（1）樽岸リニアメント 

本リニアメントに相当する文献活断層は，奥村（1983），活断層研究会編（1991）およびKumamoto 

et al. (2016) に示されている。これらの文献では，本リニアメントは寿都半島東部（月越山脈東麓）に
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示され，走向は概ね NNW-SSE，長さ4は約 3.2～7.1 km である（図 4.1-3）。名称は，活断層研究会編

（1980，1991）の「樽岸」から名付けた北海道電力（2015a）の「樽岸リニアメント」を採用した。 

 

 
図 4.1-3 樽岸リニアメントおよび五十嵐川断層相当の文献活断層ならびに付近の調査地点および

本調査の地形判読結果 

樽岸リニアメントおよび五十嵐川断層に相当する文献活断層および本調査の地形判読結果を太線で示す。これ

らの断層に相当する個別論文の文献活断層の出典を地図上に記す。基図の等高線・等深線の間隔主曲線 10 m，

計曲線 50 m。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000

シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土

交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 
4本説明書では断層の長さ（延長）は，文献に長さが示されていない場合，断層線における端点間の直線距離としている。 
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（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本リニアメントを示しているのは，奥村（1983），活断層研究会編（1991）

およびKumamoto et al. (2016) である。 

奥村（1983）は，リニアメントとして示しているが，活動性に関する情報は確認されなかった。

活断層研究会編（1991）は，変位基準を山地斜面，活動度5B～C，確実度Ⅲ6（西側隆起）として示し

ている。Kumamoto et al. (2016) は，活断層（active faults）を示しているが，活動性に関する情報は確認

されなかった。北海道電力（2015a）は，山地と段丘面の地形境界およびその延長付近に北海道電力

（2015a）の基準に該当する変位地形は認められないとし，活断層研究会編（1991）の記載を参考に

抽出した「やや直線的な地形境界等」を「文献断層7」として示している。 

本調査の地形判読では，文献で本リニアメントが示されている位置の一部に山地と山麓堆積地形

の直線的な地形境界が判読されるが，ほかに断層による変位・変形を受けたと考えられる地形要素

が判読されないため，判読基準に該当する変動地形は認められないと評価した。 

 

（ii）地質調査 

北海道電力（2015a）は，本リニアメント周辺において地表地質踏査を実施し，「山地斜面の傾斜

変換線の延長付近では，二股層の安山岩が広く分布しており，断層の存在を示唆するような破砕帯

及び地層の不連続は認められない」とし，「一部で，山地斜面の傾斜変換線に並走して不明瞭な鞍部，

遷緩線等が不連続に認められるが，これらは，異なる岩質の境界にあたり，両者の侵食に対する抵

抗力の違いに起因する組織地形と判断」している。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本リニアメントの分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（2）五十嵐川断層 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991）と北海道電力（2015a）に示されている。

これらの文献では，本断層は丸山丘陵西方に示され，走向は概ねN-S～NNE-SSWで五十嵐川に直交

し，長さは約 1.5 ～2.7 kmである（図 4.1-3）。名称は，活断層研究会編（1980，1991）の「五十嵐川断

層」を採用した。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，活断層研究会編（1991），北海道電力（2015a）

および本調査の地形判読結果である。 

活断層研究会編（1991）は，変位基準を山地斜面，活動度C，上下成分の断層変位 10 m，確実度

 
5活動度：松田（1975）は，平均変位速度を指標として，「103年につき1 m以上10 m未満のものをA級とし，その1/10，1/100
のものをそれぞれB級，C級」としている。活断層研究会編（1991）は，活動度について，松田（1975）に従っている。 

6確実度Ⅲ：「活断層の可能性があるが，変位のむきが不明であったり，他の原因，たとえば川や海の浸食による崖，あるい

は断層に沿う浸食作用によってリニアメントが形成された疑いが残るもの」（活断層研究会編，1991）。 
7文献断層：文献に記載された活断層等のうち，空中写真判読で，文献に対応する活断層の存在を示す根拠が積極的に得ら

れなかったもの等（北海道電力，2015a）。 
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Ⅱ8（東側隆起）を示している。北海道電力（2015a）は，Hf1段丘面やHf2段丘面上に区分Ⅲ9の変位

地形を示している。 

本調査の地形判読では，小起伏面上の遷緩線や鞍部の配列から成る長さ約 2.6 kmの区間を分類LC

と評価したが，これらの地形の形成年代は不明である。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（3）湯別・丸山西側付近の断層 

本断層に相当する文献活断層は，池田ほか編（2002），北海道電力（2015a）および今泉ほか編（2018）

に示されている。これらの文献では，本断層は丸山丘陵西側付近に示され，走向は概ね NW-SE～

NNW-SSE，長さは約 3.4～4.9 kmである（図 4.1-4）。名称は，北海道電力（2015a）の「湯別・丸山西

側付近の断層」を採用した。 

 

 
8確実度Ⅱ：「活断層であると推定されるもの。位置・変位のむきも推定できるが，確実度Ⅰと判定できる決定的な資料に欠

けるもの」（活断層研究会編，1991）。 
9区分Ⅲ：「変位地形と認定できる地形要素が認められるが，基準地形の認定に不確実さがあり，その他の成因による可能性

があるもの，あるいは，不連続が認められるものの，基準地形での変位が不明瞭なもの」（北海道電力，2015a）。 
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図 4.1-4 湯別・丸山西側付近の断層および丸山東側付近の断層相当の文献活断層ならびに付近の

調査地点および本調査の地形判読結果 

湯別・丸山西側の断層および丸山東側の断層に相当する文献活断層および本調査の地形判読結果を太線で示す。

これらの断層に相当する個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地図上に記す。基図の等高線・等深線の間隔

は主曲線10 m，計曲線50 m。基図の元データには，国土地理院数値標高データを使用。寿都町の行政界（二

点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，池田ほか編（2002），北海道電力（2015a），

今泉ほか編（2018）および本調査の地形判読結果である。 

池田ほか編（2002）は，丸山丘陵西側付近において，変位基準面である M 面（最終間氷期以降）

に変位量 5 mの撓曲崖（東側隆起）を示している。北海道電力（2015a）は，Hm3段丘面（Marine Isotope 
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Stage（以下，MISという。）7）やHf2段丘面，Mf1段丘面（MIS 6）に区分Ⅱ10や区分Ⅲの東側隆起の

変位地形を示している。今泉ほか編（2018）では，東側隆起の推定活断層として示されているが，

活動性についての情報は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，Hm3面，Mf1面，Mm1面およびLf2面などに東側隆起の撓みを伴う崖な

どから成る長さ約 5.1 kmの区間を分類LA～LDと評価した。 

 

（ii）地質調査 

上記変動地形学的調査による変動地形について，本断層の分布や活動性を直接示唆する地質調査

結果は確認されなかった。なお，北海道電力（2015a）は，本断層北方延長の Mm1 段丘面で群列ボ

ーリング調査（図 4.1-4）を実施し，「瀬棚層は水平な構造を示し，変位地形から推定されるような東

側隆起の構造は認められない」と述べている。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（4）丸山東側付近の断層 

本断層に相当する文献活断層は，北海道電力（2015a）および今泉ほか編（2018）に示されている。

これらの文献では，本断層は丸山丘陵東縁付近に示され，走向は概ね N-S，長さは約 3.7 kmである

（図 4.1-4）。名称は，北海道電力（2015a）の「丸山東側付近の断層」を採用した。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，北海道電力（2015a）および今泉ほか編（2018）

である。 

北海道電力（2015a）は，丸山丘陵と朱太川沿いに広がる沖積低地との境界を，丸山丘陵やその頂

部のH0段丘面の東方への傾動の形成に関連する断層の伏在の可能性を考慮して区分Ⅴ11として示し

ている。今泉ほか編（2018）は推定活断層や丸山丘陵の頂部に傾動を示しているが，活動性に関す

る情報は確認されなかった。ほかに，丸山丘陵の頂部において，今泉・渡島半島活断層研究グルー

プ（1982），奥村（1983），寒川ほか（1984）および池田ほか編（2002）は，東向き～東北東向きの傾

動を示している。このうち，今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982）は傾動を示した頂部の面

をそれぞれ高位段丘（H1）面と区分し，高位段丘（H1）面を含むH面群の形成時期を 15万年以上前

と仮定している。 

本調査の地形判読では，本断層が示されている位置は沖積平野と丘陵の地形境界にあたり，判読

基準に該当する変動地形は認められないと評価したが，丸山丘陵頂部に東向きの勾配異常を判読し

分類LCとした。 

 

 
10区分Ⅱ：「変位地形と認定できる地形要素が認められるが，基準地形に不連続があることから，位置に不確実さがあるもの，

あるいは，変位地形として認定できる地形要素がⅠよりも少なく，その他の成因によるものである可能性があるもの」（北

海道電力，2015a）。区分Ⅰに関しては脚注13を参照。 
11区分Ⅴ：「変位地形と認定できる地形要素は認められないが，周囲の地形面や段丘面の分布から活断層等の伏在が推定され

るもの」（北海道電力，2015a）。 
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（ii）地質調査 

池谷・林（1982）は，丸山丘陵に背斜（熱郛背斜の北部）を示している。椿原ほか（1989），能條

ほか（1999）および北海道電力（2015a）は，丸山丘陵を形成する二股層にN-S方向の軸を持つ背斜

構造を示している。なお，山岸（1984）は丸山丘陵頂部付近には後期更新世に対比される旧期扇状

地堆積物が分布するとしているが，丸山頂部を覆う砂礫層は約 30万年前以前に堆積したと考えられ

る（詳細は，説明書「隆起・侵食」を参照）。 

 

（iii）地球物理学的調査 

北海道電力（2015b）が丸山丘陵東方の下白炭川沿いで実施した反射法地震探査は本断層を横断し

ていない。本断層の分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（5）歌棄リニアメント 

本リニアメントに相当する文献活断層は，奥村（1983），活断層研究会編（1991）および今泉ほか

編（2018）に示されている。これらの文献では，本リニアメントは幌別山地西麓付近に示され，走

向は概ねN-S，長さは約 4.9～12 kmである（図 4.1-5）。名称は，活断層研究会編（1980，1991）の「歌

棄」から名付けた北海道電力（2015a）の「歌棄リニアメント」を採用した。 
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図 4.1-5 歌棄リニアメント相当の文献活断層ならびに付近の調査地点および本調査の地形判読結果 

歌棄リニアメントに相当する文献活断層を太線で示す。本リニアメントに相当する個別論文の文献活断層（黒

線）の出典を地図上に記す。基図の等高線・等深線の間隔は主曲線10 m，計曲線 50 m。基図の元データには，

陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本水路

協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二

点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本リニアメントを示しているのは，奥村（1983），活断層研究会編（1991）

および今泉ほか編（2018）である。 

奥村（1983）はリニアメントとして示しているが，活動性に関する情報は確認されなかった。活

断層研究会編（1991）は，変位基準を山地高度，活動度C，確実度Ⅲ（東側隆起）と示している。今

泉ほか編（2018）は，東側隆起の推定活断層として示しているが，活動性に関する情報は確認され
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なかった。 

北海道電力（2015a）は，山地斜面および段丘面の地形境界ならびに山地部に不鮮明な遷緩線およ

び鞍部などが不連続に認められるが，これらの地形要素に挟まれる区間に北海道電力（2015a）の分

類基準に該当する変位地形は認められないとし，上記の文献の記載を参考に抽出した「やや直線的

な地形境界等」を「文献断層」として示している。 

本調査による地形判読では，文献で本リニアメントが示されている位置の一部に山地と山麓堆積

地形・Lf1面の直線的な地形境界が判読されるが，これに挟まれたLf1面や山麓に断層による変位・

変形を受けたと考えられる地形要素が判読されないため，判読基準に該当する変動地形は認められ

ないと評価した。 

 

（ii）地質調査 

北海道電力（2015a）は，ルロコマナイ川，金が沢川および一木川において露頭調査を実施し（図 

4.1-5），幌別山地と黒松内低地帯の境界付近に認められる遷緩線付近の約40 mの連続露頭において，

「露頭で認められる基盤の二股層の凝灰角礫岩は，割れ目の少ない塊状岩盤を呈し，一部で砂岩及

び変質した安山岩が認められるが，断層は認められない。また，岩盤中には変質脈が４条認められ

るが破砕を伴う劣化部は認められない」としている。さらに，金が沢川では，歌棄リニアメントを

横断して分布する Lf2 面段丘堆積物およびその下位のくさり礫まじり礫層の層理は，緩やかに下流

傾斜を示していること，一木川では，歌棄リニアメントを付近に分布する「基盤岩である二股層の

凝灰角礫岩に断層を示唆するような破砕帯及び地層の不連続は認められない」ことを示している。 

 

（iii）地球物理学的調査 

北海道電力（2015a）は，本リニアメントを横断した反射法地震探査（北測線）を実施している（図 

4.1-14）。本調査では，本リニアメント位置は探査測線端部に当たり，この探査結果では本リニアメ

ント付近の地質構造が明瞭でなく活動性の詳細は不明と評価した。 

 

（6）白炭断層 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991），山岸・木村（1981），今泉・渡島半島活

断層研究グループ（1982），奥村（1983），寒川（1984），山岸（1984），池田ほか編（2002），吾妻ほか

（2003，2004），奥村（2003），北海道電力（2015a），Kumamoto et al. (2016) および今泉ほか編（2018）

に示されている。これらの文献では，本断層は朱太川右岸の段丘付近に示され，走向は概ね NNW-

SSE～N-S，長さは約 4.7～8.3 kmである（図 4.1-6）。また，並走する複数の断層トレースが示されて

おり，例えば活断層研究会編（1980，1991）では「白炭西断層」および「白炭東断層」に分類されて

いるが，これらは位置が近いことや走向や変位センスが同様であるため，地下で収れんするものま

たは一連の変形によるものの可能性が高いと考えられる。よって，本説明書ではこれらをまとめて

「白炭断層」とする。 
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図 4.1-6 白炭断層相当の文献活断層ならびに付近の調査地点および本調査の地形判読結果 

白炭断層に相当する文献活断層および本調査の地形判読結果を太線で示す。本断層に相当する個別論文の文献

活断層（赤線）の出典を地図上に記す。山岸・木村（1981），寒川（1984），山岸（1984）および吾妻ほか（2004）

は他文献と位置が同様であることから，本図に示していない。今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982）は

今泉ほか（1982）として地図上に表記。基図の等高線の間隔は主曲線 10 m，計曲線50 m。基図の元データに

は，国土地理院数値標高データを使用。寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」

（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査などによって本断層を示しているのは，活断層研究会編（1991），山岸・木村

（1981），今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982），奥村（1983），寒川（1984），山岸（1984），池

田ほか編（2002），吾妻ほか（2003，2004），奥村（2003），北海道電力（2015a），Kumamoto et al. (2016) ，

今泉ほか編（2018）および本調査の地形判読結果である。 
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活断層研究会編（1991）は，本断層について段丘面などを変位させる顕著な低断層崖や撓曲崖の

縦ずれ断層とし，変位基準をH2面（15万年以上前），M1面（7～8万年前），M2面（4～5万年前）な

どで，活動度B，平均変位速度は 0.3～0.4 m/千年（白炭東断層）および 0.4～0.6 m/千年（白炭西断層），

確実度Ⅰ12（西側隆起）と記している。 

山岸・木村（1981）は，高位扇状地面および低位扇状地面に本断層を示しており，白炭東断層付

近では，高位扇状地面で比高 30 m以上および比高 5～10 mの逆向き低断層崖が形成されている一方

で，北方の低位扇状地面の変位は不明瞭としている。 

今泉・渡島半島活断層研究グループ（1982）は，白炭西断層について，H2面（15万年以上前と仮

定），中位段丘（M1）面（7～8万年前と仮定）およびM2面（4～5万年前と仮定）におけるそれぞれ

の変位量が>50 m，30～40 m，20 mであり，平均変位速度は 0.4～0.5 m/千年と示している。白炭東断

層については，中位段丘（M1）面および M2面におけるそれぞれの変位量が 5 m，25 mおよび 16 m

であり，平均変位速度は 0.3～0.4 m/千年と示している。 

奥村（1983）は，白炭断層が扇状地面上に認められると述べている。 

寒川（1984）は，「上部更新統，又は中位段丘堆積層」および「最上部更新統，又は低位段丘堆積

層」分布域に「活断層（主として第四紀後期に活動したもの）」を示している。 

山岸（1984）は，黒松内背斜の東側では，活断層が尻別川層を覆う旧期扇状地堆積物の地形面を

変位させていると述べている。 

池田ほか編（2002）は，白炭西断層について，変位基準面であるH面（最終間氷期以前）の変位

量が 30 mの西側隆起の撓曲崖を，白炭東断層について，変位基準面であるM面（最終間氷期以降）

の変位量が 5 m，M2面（約 5～2万年前）の変位量が 16 mの西側隆起の撓曲崖を示している。 

吾妻ほか（2003）は，白炭東断層について，高位（中期更新世）および中位（後期更新世）の扇状

地性の河成段丘を変位させる 3本の逆向き断層崖を示している。 

奥村（2003）は，M2面（MIS 5c），M3面（MIS 5a-4）およびL1面（MIS 2-3）上に西側隆起の断層

とその南方延長部のM2面に東向きの傾動を示している。 

北海道電力（2015a）は，Hf2段丘面とHf3段丘面の境界付近やHf3段丘面上，Mf1段丘面（MIS 6）

および Lf1 段丘面上などに，西側隆起を示唆する連続性のよい鮮明な逆向き崖や撓曲崖などを区分

Ⅰ13やⅡの変位地形として示している。 

Kumamoto et al. (2016) は，活断層（active faults）を示しているが活動性に関する情報は確認されなか

った。 

今泉ほか編（2018）は，白炭西断層について，変位基準が高位面（最終間氷期以前：約 15万年前

以前），中位面（最終間氷期―最終氷期：約 13万年前～約 3万年前）および低位面（最終氷期以降：

約 3万年前～約 1万年前）に断層変位量がそれぞれ 35 m，15 mおよび 5 mの活撓曲を伴う活断層を

示している。白炭東断層について，変位基準が高位面と中位面に断層変位量がそれぞれ 25 mと 3～

30 mの活撓曲を伴う活断層を示している。 

本調査の地形判読では，Mf1面や Lf1面などに撓みを伴う崖の配列などから成る長さ約 6.2 kmの

 
12確実度Ⅰ：「活断層であることが確実なもの」。尾根・谷の系統的な横ずれ，ひと続きであることが確かな地形面を切る崖

線，変位の累積が認められる場合，同一地形面の変形（たわみ・傾斜など），第四紀層を変位させている断層の露頭などの

地形的特徴をもち，断層の位置，変位のむきがともに明確であるものをいう（活断層研究会編，1991）。 
13区分Ⅰ：「変位地形と認定できる地形要素が認められ，ほかの成因による可能性が否定でき，かつ，基準地形に累積的な不

連続が認められ，その位置が確実に認定できるもの」（北海道電力，2015a）。 
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区間を分類LA，LBおよびLDと評価した。 

 

（ii）地質調査 

地質調査結果としては，山岸（1984）の野外調査結果（地質図幅），北海道電力（2015a）の地表地

質踏査結果，山岸・木村（1981）の露頭観察調査結果，吾妻ほか（2003）のトレンチ掘削調査結果お

よび吾妻ほか（2004）のピット掘削調査結果が挙げられる。 

山岸（1984）は，尻別川層について「断層崖に近づくにつれて本層が急傾斜になる傾向があるこ

とから，本層も活断層によって変位をうけているものと考えられ」，旧期扇状地堆積物について「下

位の尻別川層とともに，褶曲や断層による変位を強くうけている」と述べている。北海道電力（2015a）

は，「瀬棚層には，ほぼN―S方向の背斜及び向斜構造が認められ，背斜軸の東翼に撓曲構造が認め

られる」と記述している。 

山岸・木村（1981）は，下白炭川北岸で 3か所の断層露頭（露頭A，B，C）を発見している。露

頭Aは「白炭東断層の断層崖に直交する断面」であり，黄色砂層や風化した礫層が「断層崖付近で

直立し，顕著な褶曲構造を示している」と報告している。露頭B（図 4.1-7）は「白炭東断層の断層

崖東側の断層凹地およびふくらみをやや斜めに切る断面」で，ローム層よりも下位層は下部から上

部に向かって傾斜が緩くなり，「見かけ上の落差 1 mの，断層面をよく残す逆断層」により切られて

いるが，ローム層では傾斜が水平で断層面も不明瞭となる。また，この断層面には，「厚さ 2 mmの

断層粘土が附着し，その上に水平線と約 40 °斜交した条線とそれに平行な，幅 5 mm～1 cm，長さ数

cmのにんじん型の溝状の構造がみられる」と報告している。露頭C（図 4.1-8）は，白炭東断層の「最

も東側の低断層崖の西側の N40 °W 方向にのびる小さなふくらみの断面」であり，下位の礫層から

最上位のローム質粘土層が「見かけ上 50 cmの落差を示すN40 °W，46 °W方向および同じく 15 cmの

落差のN8 °W，35 °E方向の逆断層で切られている」ことを確認している。 

吾妻ほか（2003）は，上記の山岸・木村（1981）の断層露頭付近でトレンチ掘削調査を実施した結

果，「約 200年前頃に湿地の上にローム層が覆いかぶさるイベントが生じた」ことを指摘している。

この結果と，1792年西蝦夷地方の地震（宇佐美ほか（2013）の 1792年後志地震に対比される可能性

がある）や白炭東断層の活動との関係については明らかになっていない。 

吾妻ほか（2004）は，上記の吾妻ほか（2003）のトレンチ掘削調査地点から 50～100 m南方でピッ

ト掘削調査を実施した結果，図 4.1-9のように，傾斜が 15 度以下で西に傾く数本の逆断層および最

終氷期以降に堆積したと推定されている s2層に及んだ変位を示している。 
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図 4.1-7 白炭東断層の断層崖東側の露頭B断面（山岸・木村，1981） 

出典：山岸・木村（1981）。露頭位置は下白炭川北岸で，おおよその位置は図 4.1-6を参照。 

 

 

図 4.1-8 白炭東断層の断層崖東側の露頭C断面（山岸・木村，1981） 

出典：山岸・木村（1981）。露頭位置は下白炭川北岸で，おおよその位置は図 4.1-6を参照。 
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図 4.1-9 白炭地区ピット掘削の北壁面スケッチ（吾妻ほか，2004） 

出典：吾妻ほか（2004）。ピット掘削のおおよその位置は図 4.1-6を参照。 

 

（iii）地球物理学的調査 

地球物理学的調査結果としては，吾妻ほか（2003）の S波浅層反射法地震探査結果と北海道電力

（2015a，2015b）の反射法地震探査結果が挙げられる。 

吾妻ほか（2003）は，同文献のトレンチ掘削地点から約 20 m南方の長さ約 300 mの測線で S波浅

層反射法地震探査を実施した。その結果，断層の存在を明瞭に示す反射波構造は認められなかった

が，向斜構造や西上がりの地層の累積的な変形が認められるとしている。 

北海道電力（2015a，2015b）は，下白炭川沿いで反射法地震探査（図 4.1-10；北海道電力，2015b）

を実施し，「丸山の東側の距離 1,000 m付近に，西上がりの撓曲構造を示唆する非対称な向斜構造が

認められ，白炭断層付近には地表付近で瀬棚層以下の短縮変形させる断層や撓曲が認められる」と

している。 
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図 4.1-10 下白炭川沿いの反射法地震探査記録に基づく地質断面図（北海道電力，2015b） 

図上部の線は北海道電力（2015b）の変位地形位置を表す。北海道電力（2015b）の地質断面図に方位（Wおよ

びE）を加筆。 

 

（7）月越原野断層 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991），奥村（1983）および今泉ほか編（2018）

に示されている。これらの文献では，本断層は月越原野に示され，走向は概ねNW-SE，長さは約 2.0

～2.5 kmである（図 4.1-11）。名称は，活断層研究会編（1980，1991）の「月越原野断層」を採用した。 
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図 4.1-11 月越原野断層および九連山の沢リニアメント相当の文献活断層ならびに付近の調査地点

および本調査の地形判読結果 

月越原野断層および九連山の沢リニアメントに相当する文献活断層および本調査の地形判読結果を太線で示

している。これらの断層に相当する個別論文の文献活断層（黒線）の出典を地図上に記す。基図の等高線の間

隔は主曲線10 m，計曲線50 m。基図の元データには，国土地理院数値標高データを使用。寿都町の行政界（二

点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査において本断層を示しているのは，奥村（1983），活断層研究会編（1991），今泉

ほか編（2018）および本調査の地形判読結果である。 

奥村（1983）はリニアメントとして示しているが，活動性に関する情報は確認されなかった。活

断層研究会編（1991）は，変位基準を山頂緩斜面，活動度B～C，上下成分の断層変位 15 m，確実度

Ⅱ（南西側隆起）を示している。今泉ほか編（2018）は推定活断層を示しているが，活動性に関す
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る情報は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，月越原野における小起伏面上の撓みを伴う崖やそれに連続する直線谷か

ら成る長さ約 2.4 kmの区間を分類LBと評価したが，これらの地形の形成年代は不明である。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（8）九連山の沢リニアメント 

本リニアメントに相当する文献活断層は，奥村（1983）と活断層研究会編（1991）に示されてい

る。これらの文献では，本リニアメントは月越原野に示され，走向は概ねNW-SE，長さは約 4.0 km

である（図 4.1-11）。名称は，活断層研究会編（1980，1991）の「九連山の沢」を採用し，同文献にお

いて断層と名付けられていないことと，奥村（1983）でリニアメントとして示されていることから

「リニアメント」を付記した。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本リニアメントを示しているのは，奥村（1983）および活断層研究会

編（1991）である。 

奥村（1983）はリニアメントとして示しているが，活動性に関する情報は確認されなかった。活

断層研究会編（1991）は，変位基準を山頂緩斜面，活動度B～C，確実度Ⅲ（南西側隆起）と示して

いる。 

本調査の地形判読では，小起伏面上に谷中分水界を含むやや直線的な谷が判読され，この直線谷

の西側の標高が系統的に高いが，やや直線的な谷が不鮮明でほかに断層の変位・変形を受けたと考

えられる地形要素が確認されないため，判読基準に該当する変動地形は認められないと評価した。 

 

（ii）地質調査 

本リニアメントの分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本リニアメントの分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

（9）黒松内低地断層帯北方延長部 

4.1.1（9）では，黒松内低地断層帯の北部および北方延長は文献調査対象地区中央部に当たること，

ならびに，宮内（2012）および佐藤（2019）の震源断層モデルの北端は寿都湾付近に設定されている

ことを考慮して，寿都湾およびその周辺陸域の知見の整理を行った。また，このような背景から，

黒松内低地断層帯の震源断層モデルについても 4.1.1（9）で整理した。 
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図 4.1-12 黒松内低地断層帯北方延長部における文献活断層，調査地点および本調査の地形判読結

果 

個別論文の文献活断層（赤線および黒線）の出典を記す。基図の等高線・等深線の間隔は主曲線10 m，計曲線

50 m。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行 M7000 シリ

ーズを使用（（一財）日本水路協会承認第2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通

省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

寿都湾およびその周辺陸域では，樽岸リニアメント（4.1.1（1）），歌棄リニアメント（4.1.1（5））

および中田（2015）の海底活断層（4.1.2（2））が示されている（奥村，1983；活断層研究会編，1991；

中田，2015；今泉ほか編，2018）。本調査の地形判読では，これらの文献活断層付近を除き，同区域

に断層の変位・変形を受けたと考えられる地形要素は判読されなかった。 

北海道電力（2015a）は，空中写真判読による地形面の高度に加え露頭観察やボーリング調査によ
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る段丘堆積物の確認を行い，「寿都湾周辺では，標高約 19 m～約 29 mで Mm1段丘堆積物の分布を

確認しており，その分布高度から，西側隆起を示唆するような Mm1 段丘の高度不連続は認められ

ない」と述べている。奥村（2003）も同様に「寿都湾をはさんで東西の海岸に分布する海成段丘に

は，ほとんど高度差がない」とし，これに加え「寿都湾の海底地形には明瞭な背斜状の起伏を認め

ることはできない」と述べている。 

 

（ii）地質調査 

北海道電力（2015a）のボーリング調査による段丘堆積物の確認については（i）に記載したとおり。 

 

（iii）地球物理学的調査 

地球物理学的調査結果としては，嵯峨山ほか（2000）の海上音波探査結果および北海道電力（2015a）

の海上音波探査結果と反射法地震探査結果が挙げられる。 

嵯峨山ほか（2000）は寿都湾東岸部で実施した海上音波探査結果のうち，測線 Line4（図 4.1-13）

について「反射面 B に不連続部分が推定されるものの，他の測線の記録では概ね緩やかに連続し，

最上部の反射面 A には構造運動に伴う変位は確認されない」とし，「更新世から現世にかけて活動

した断層は存在しないと思われる。しかし，河口域の現世の堆積物の下位に断層構造が存在する可

能性はある」と解釈している。 

北海道電力（2015a）は寿都湾で実施した海上音波探査結果より，「中部更新統に対比される地層

に変位及び変形は認められない」と述べ，加えて朱太川河口部付近で実施した反射法地震探査結果

（北測線）（図 4.1-14）より，「沖積層，瀬棚層がほぼ水平に堆積」していることを確認している。 

 

 
図 4.1-13 寿都湾東岸部の海上音波探査結果（嵯峨山ほか，2000） 

測線位置は図 4.1-12を参照。出典：嵯峨山ほか（2000）。 
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図 4.1-14 朱太川河口部付近の反射法地震探査記録（北測線）に基づく地質断面図（北海道電力，

2015a） 

測線位置は図 4.1-12を参照。北海道電力（2015a）の地質断面図に方位（WおよびE）を加筆。 

 

（iv）震源断層モデル 

宮内（2012）は，12.5万年前の旧汀線分布高度より推定される垂直変位量分布と相似となるように

設定した推定震源断層のうち，黒松内低地帯～寿都湾にかけて，長さ 55 km，傾斜方向Wの推定震

源断層を示している。佐藤ほか（2019）は，幌別山地と黒松内低地帯の境界付近（OS01）と黒松内

低地帯西側付近（OS02）に震源断層の矩形モデルを示している。OS01は，「幌別山地は南北方向の

ドーム状の構造を示し、鮮新世～更新世に隆起したと推定されている」こと（山岸，1984）に加え，

「幌別山地北縁の海岸部の同位体ステージ 5eの海成段丘の高度分布」（小池・町田編，2001）から，

東傾斜の伏在断層として推定されている。また，OS02 は，黒松内低地断層帯に相当し，「低地内に

分布する厚い新第三系・第四系の中に褶曲-断層帯を形成し、低角度の断層が推定されている」こと

（池田ほか編，2002）と，「東北日本弧の新第三系基盤岩中の逆断層が中角度であることが多いこと」

から，西傾斜の 45度の断層として推定されている。なお，OS01として推定した断層は，「OS02の黒

松内断層帯に比べ、不確実ではある」と述べられている。 

 

（10）尻別川断層 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991），北海道電力（2015a），中田（2015），

Kumamoto et al. (2016) および今泉ほか編（2018）に示されている。これらの文献では，本断層は幌別

山地東麓付近から尻別川河口北方の海域にかけて示され，走向は概ねN-S～NNW-SSE，長さは約 6.4

～16 kmである（図 4.1-15）。名称は，活断層研究会編（1980，1991）の「尻別川断層」を採用した。 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地震・活断層」 

46 

 
図 4.1-15 尻別川断層および中田（2015）らの活断層北部相当の文献活断層ならびに付近の調査地

点および本調査の地形判読結果 

尻別川断層および中田（2015）らの活断層に相当する文献活断層および本調査の地形判読結果を太線で示す。

これらの断層に相当する個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地図上に記す。山岸（1986）の活断層露頭位

置は，図 4.1-16に示している。基図の等高線・等深線の間隔は主曲線 10 m，計曲線50 m。基図の元データに

は，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本

水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界

（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，活断層研究会編（1991），北海道電力（2015a），

中田（2015），Kumamoto et al. (2016)，今泉ほか編（2018）および本調査の地形判読結果である。 

活断層研究会編（1991）は，変位基準を山地高度および尻別川層，活動度 C，確実度Ⅲ（西側隆
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起）として示している。 

北海道電力（2015a）は，山地斜面やHf2段丘面，Hf3段丘面，Mf1段丘面（MIS 6）に区分ⅡとⅢ，

尻別川沿いの山地と沖積面との地形境界には「沖積層下に断層等が伏在する可能性が考慮されるこ

と」から区分Ⅴの変位地形を示している。 

中田（2015）およびKumamoto et al. (2016) では活断層が示されているが，活動性に関する情報は確

認されなかった。 

今泉ほか編（2018）は，推定活断層を示しているが，平均変位速度や活動履歴は不明としている。 

本調査の地形判読では，山地斜面，地すべり移動体上，山地斜面と Mf1 面との境界付近，Hf3 面

と Mf1面の境界付近などの崖，遷緩線および鞍部の配列から成る長さ約 12.0 kmの区間を分類 LB，

LCおよびLDと評価した。海域については，陸域の尻別川断層北方延長部の地形的高まり東縁付近の

谷線から成る長さ約 6 kmの区間を分類 sLcと評価した。 

また，北海道電力（2016a）が示すMm1段丘堆積物（MIS 5e）上面高度分布によると，尻別岬付近

から歌棄に至る海岸部では，東に向かって高度が徐々に高くなる傾向が認められ，その高度差は尻

別岬と歌棄で約 10 mである。歌棄の段丘堆積物上面高度については，「調査地点が沢に挟まれてい

ることから，侵食による可能性が考えられる」（北海道電力，2016a）ため，低く見積もられている可

能性がある。 

 

（ii）地質調査 

地質調査結果としては，山岸ほか（1976）の野外調査結果（地質図幅）や北海道電力（2015a）の

地表地質踏査結果，山岸（1986）と北海道電力（2015a）の露頭観察調査結果，北海道電力（2015a）

のボーリング調査結果が挙げられる。 

山岸ほか（1976）は，尻別川層について，「尻別川左岸では，N10 °～40 °W，50 °～60 °Eの走向・傾

斜の単斜構造をとっている」と記載している。 

北海道電力（2015a）は，「尻別川左岸の磯谷牧場付近から茅沼川付近にかけては，磯谷層と尻別

川層の地質境界付近の急傾斜帯で特徴付けられ，NNW-SSEの走向で 60 °～80 °東北東へ傾斜した撓

曲構造を呈す」と述べている。これより北側では，「地層境界付近の尻別川層は 10 °～30 °程度で東

北東へ傾斜」，これより南側では，「尻別川層の地質構造は概ね NNW-SSEの走向で，10 °～30 °程度

東北東へ傾斜」するとし，上記の磯谷牧場付近から茅沼川付近と比べ尻別川層の傾斜は緩くなるこ

とを示している。 

山岸（1986）は，本断層の断層露頭において，尻別川層が「60 °～75 °東に傾き，見かけ上落差 10

～100 cmの逆断層（N20 °W～60 °W）が多く認められる」ことを確認している（図 4.1-16）。なお，こ

の断層露頭の詳細な位置は不明である。 

北海道電力（2015a）は，チリベツ川周辺の露頭調査を実施し，露頭では尻別川層が連続しており，

「断層の存在を示唆するような破砕帯及び地層の不連続は認められない」と示している。 

北海道電力（2015a）は，クスリの沢川周辺でボーリング調査を実施し，「Hf1段丘堆積物を覆うロ

ーム層の基底は，文献を参考に抽出した位置を挟んで緩やかに下流傾斜で連続している」と述べて

いる。また，「ローム層中部より洞爺火山灰を確認している」。なお，北海道電力（2015a）は，洞爺

火山灰の年代を町田・新井（2003）より，約 11.2万年前～約 11.5万年前と示している。 
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図 4.1-16 尻別川断層の露頭（山岸，1986）＠日本活断層学会 

出典：右図は山岸（1986）第1図，左図は同第4図。右図のBが左図の露頭位置を示す。 

 

（iii）地球物理学的調査 

地球物理学的調査結果としては，北海道電力（2015a）の反射法地震探査結果，海上保安庁水路部

（1995），嵯峨山ほか（2000）および北海道電力（2013a）の海上音波探査結果がある。 

北海道電力（2015a）は，尻別川河口付近の反射法地震探査結果（図 4.1-17）より，磯谷層の凝灰角

礫岩および泥岩（Itb および Imd）ならびに尻別川層（sb）の砂岩が「尻別川に向かって東傾斜して

いるが，茅沼川周辺で認められるような急傾斜構造は認められない」とし，尻別川層を不整合で覆

う雷電岬火山角礫岩層（Qv）の上位の鮎川層（Ak）がほぼ水平に堆積していることを示している。

また，ツバメの沢川周辺の反射法地震探査結果（図 4.1-18）より，「尻別川層，鮎川層及びMf1面段

丘堆積物が分布するが，断層の存在を示唆するような系統的な地層の変位及び変形は認められない」

と記載している。 

海上保安庁水路部（1995）は，尻別川河口付近の海域で海上音波探査を実施し，本断層西方の幌

別山地北方に背斜軸と背斜軸（伏在）をそれぞれⅥS層（中新世～鮮新世）とⅤS層（鮮新世～前期

更新世）～ⅠS層（現世）に示し，「本調査区域には，褶曲構造が発達しており，断層は認められな

い」と記載している。なお，伏在とは，どの層までが褶曲運動の影響を受けているか判断すること

が困難なものであると述べている。 

嵯峨山ほか（2000）は，尻別川河口付近の海域における海上音波探査結果より，「岩盤と砂質堆積

物の境界付近の探査記録では，砂質堆積物内の反射面の形状は緩やかな変化を示すものの不連続は

見い出せず，現在みられる海底地形は基盤岩（磯谷層）の西上がりを伴う構造運動により生じたと

考えられるが，それ以降，現世にかけて断層運動による変位が生じた可能性はきわめて低い」と述

べている。 

北海道電力（2015b）は尻別川河口沿岸近傍における海上音波探査結果より，「陸域に認められる

ような磯谷層及び尻別川層の急傾斜構造や後期更新世以降の活動を考慮する活構造は認められない」

と評価している。なお，「磯谷層及び尻別川層の急傾斜構造や後期更新世以降の活動を考慮する活構

造が認められない」としている探査測線 aを尻別川断層の活動を考慮する区間の北端としている。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a）の尻別川河口沿岸

近傍の測線と本断層の交点付近において，凹部状のⅣ層（下部更新統）上面を覆ってⅢ層（下部更

新統～中部更新統）およびⅠ層（完新統）がほぼ水平に堆積していると考えられる（図 4.1-19；図 

4.1-20）。 
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図 4.1-17 尻別川河口付近の反射法地震探査結果に基づく地質断面図（北海道電力，2015a） 

測線位置は図 4.1-15を参照。図中の「尻別川断層」は中田（2015）の位置を表示。北海道電力（2015a）の地

質断面図をもとに，ボーリング柱状図の配置を編集し，方位，凡例および尻別川断層の位置を加筆。 

 

 
図 4.1-18 ツバメの沢川周辺の反射法地震探査結果に基づく地質断面図（北海道電力，2015a） 

測線位置は図 4.1-15を参照。図中の「文献」は北海道電力（2015a）の文献断層位置を表示。北海道電力（2015a）

の地質断面図に方位および凡例を加筆。 
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図 4.1-19 海上音波探査記録（測線NESW5B）に基づく地質断面図（北海道電力，2013a） 

測線位置は図 4.1-15を参照。図中の「尻別川断層」は中田（2015）の位置付近を表示。地質断面図および縮尺

は北海道電力（2013a）から一部抜粋し，編集。地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 

 

 

図 4.1-20 海上音波探査記録（測線NESW4.5W）に基づく地質断面図（北海道電力，2013a） 

測線位置は図 4.1-15を参照。図中の「尻別川断層」は中田（2015）の位置付近を表示。地質断面図および縮尺

は北海道電力（2013a）から一部抜粋し，編集。地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 
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（11）中田（2015）らの活断層 

本断層に相当する文献活断層は，北海道電力（2015a），中田（2015），Kumamoto et al. (2016) および

今泉ほか編（2018）に示されている。これらの文献では，本断層は蘭越町目名付近に示され，走向

は概ねNW-SE～NNE-SSW，長さは約 1.6 ～9.4 kmである（図 4.1-15および図 4.1-21）。名称は，中田

（2015）が示す活断層の範囲のうち，南部に北海道電力（2015a），Kumamoto et al. (2016) および今泉ほ

か編（2018）が活断層として示していることから，「中田（2015）らの活断層」と仮称する。なお，

南部については，地震調査研究推進本部（2005）および北海道電力（2015a）では，「目名付近の断層」

として示されている。 

 

 
図 4.1-21 中田（2015）らの活断層南部相当の文献活断層ならびに付近の調査地点および本調査の

地形判読結果 

個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地図上に記す。基図の等高線の間隔は主曲線10 m，計曲線50 m。基

図の元データには，国土地理院数値標高データを使用。 
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（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，中田（2015），北海道電力（2015a），Kumamoto 

et al. (2016)，今泉ほか編（2018）および本調査の地形判読結果である。 

中田（2015）は，目名川と尻別川の合流点付近から南方に向かって活断層を示しているが，活動

性に関する情報は確認されなかった。 

北海道電力（2015a）は，南部（目名付近の断層）について，Lf2段丘面とAf段丘面の間の低崖に

区分Ⅲ，Hf2段丘面に西向きの傾動を区分Ⅱとして示している。また，この傾動が認められることか

ら，目名川右岸の丘陵および洞爺火砕流堆積面ならびに Lf1 段丘面および Lf2 段丘面の境界に区分

Ⅴとして断層の伏在を考慮している。 

Kumamoto et al. (2016) は，南部（目名付近の断層）およびその北方延長部に活断層（active faults）を

示しているが，活動性に関する情報は確認されなかった。 

今泉ほか編（2018）は，本断層北部の西方に西向きの傾動を示しているが，活動性に関する情報

は確認されなかった。また，南部（目名付近の断層）について，目名川右岸の高位面（最終間氷期

以前：約 15万年前以前）と左岸の低位面（最終氷期以降：約 3万年前～約 1万年前）に断層変位量

がそれぞれ 20 mと 5 mの活撓曲を伴う活断層が示されている。 

本調査の地形判読では，北部の目名川とクスリの沢川の合流点付近において，Mf2 面の撓みおよ

び勾配異常から成る長さ約 0.7 kmの区間を分類LCと評価した（図 4.1-15）。南部（目名付近の断層）

においては，Hf2面と M面（洞爺火砕流堆積面（109±ca.3 ka；東宮・宮城，2020）と推定）の境界

付近，Lf1面とLf2面の境界付近およびLf2面上などに撓みを伴う崖ならびにN-S方向に配列するHf

面に西向きの勾配異常から成る長さ約 3.2 kmの区間を分類LBと評価した（図 4.1-21）。 

 

（ii）地質調査 

地質調査結果としては，山岸（1984）の野外調査結果（地質図幅）と北海道電力（2015a）の地表

地質踏査およびボーリング調査結果が挙げられる。 

山岸（1984）は，本断層の北部の西側と南方延長部の西側に分布する尻別川層に褶曲軸を示して

いる。 

北海道電力（2015a）は，地表地質踏査を実施し，本断層南部の西側には，「尻別川層内に N-S 方

向の褶曲が認められ」，これらの褶曲構造のうち最も東側の背斜構造は，北海道電力（2015a）によ

る変動地形学的調査で本断層を抽出した区間と調和的であると述べている。さらに，ボーリング調

査の結果から，「洞爺火砕流堆積物の基底は東傾斜で連続しており，堆積物中に断層を示唆する構造

は認められない」が，ボーリング調査地点付近の洞爺火砕流堆積物の標高は周辺よりも若干高いと

述べている。 

 

（iii）地球物理学的調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地球物理学的調査結果は確認されなかった。 

 

4.1.2 海域の活断層 

（1）泉ほか（2014）の海底推定活断層 

本断層に相当する文献活断層は，泉ほか（2014）に示されている。泉ほか（2014）では，本断層は

弁慶岬の北東海域に示され，走向は概ねN-S，長さは約 7.1 kmである（図 4.1-22）。名称は，海域に
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おいて泉ほか（2014）に示される推定活断層であることから，「泉ほか（2014）の海底推定活断層」

と仮称する。 

 

図 4.1-22 泉ほか（2014）の海底推定活断層および中田（2015）の海底活断層相当の文献活断層

ならびに付近の調査地点および本調査の地形判読結果 

泉ほか（2014）の海底推定活断層および中田（2015）の海底活断層に相当する文献活断層を太線で示す。これ

らの断層に相当する個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地図上に記す。基図の等高線・等深線の間隔は主

曲線 10 m，計曲線50 m。本データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行

M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」

（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づ

く。 
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（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは泉ほか（2014）であるが，活動性に関する情

報は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，本断層付近に判読される直線谷の両岸で一様な高度差は認められず，南

端付近の陸域にも断層による変位・変形を受けたと考えられる地形要素が判読されないため，変動

地形は認められないと評価した。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

北海道電力（2013a）は，「岩内堆東撓曲の南方延長～寿都湾口北方延長付近には岩内堆及び寿都

湾から連続する構造は認められない」としている。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a）の測線 a（図 4.1-23）

のうち本推定活断層との交点付近において，Ⅵ層（中新統以下）が緩やかに北東方向に傾斜してい

るようにみえる。Ⅵ層より上位の地層は分布していない。 

 

 
図 4.1-23 海上音波探査記録（測線a）に基づく地質断面図（北海道電力，2013a） 

測線位置は図 4.1-22を参照。地質断面図，その拡大図および縮尺は北海道電力（2013a）から一部抜粋・編集

し，泉ほか（2014）の示す海底活断層の位置を加筆。地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 

 

 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地震・活断層」 

55 

（2）中田（2015）の海底活断層 

本断層に相当する文献活断層は，中田（2015）に示されている14。中田（2015）では，本断層は寿

都湾北部から北方の大陸棚および陸棚斜面に示され，走向が概ねNE-SW～NNW-SSE，長さは約 13.8 

kmである（図 4.1-22）。名称は，海域において中田（2015）に示される活断層であることから，「中

田（2015）の海底活断層」と仮称する。 

 

（i）変動地形学的調査 

変動地形学的調査によって本断層を示しているのは，中田（2015）の海底地形判読結果だが，活

動性に関する情報は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，本断層付近に地形的な高まりがみられるが，その両縁の基部と平坦面の

境界は不鮮明であり，また，南端付近の陸域に断層による変位・変形を受けたと考えられる地形要

素が判読されないため，変動地形は認められないと評価した。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

北海道電力（2013a）は，海上音波探査結果より「岩内堆東撓曲の南方延長～寿都湾口北方延長付

近には岩内堆及び寿都湾から連続する構造は認められない」としている。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a）の測線EW3B（図 

4.1-24）において，本断層が示される付近の海底面に高まりがみられるが，この付近の地質構造の詳

細は不明である。一方，北海道電力（2015a）の測線EW2A（図 4.1-25）のうち本断層との交点付近に

おいて，東方のⅤ層およびⅥ層は褶曲しているようにみえるが，翼部を覆うⅢ層は概ね水平に堆積

しているようにみえる。しかし，層厚が薄く詳細な構造は不明である。 

 

 

図 4.1-24 測線EW3Bの海上音波探査記録（北海道電力，2013a） 

測線位置は図 4.1-22を参照。北海道電力（2013a）に中田（2015）の海底活断層の位置を加筆。 

 
14海底活断層の位置は森木ほか（2017）の図に示されているが，本説明書ではその位置が中田（2015）の成果であることから，

このように表記する。 
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図 4.1-25 海上音波探査記録（測線EW2A）に基づく地質断面図（北海道電力，2015a） 

測線位置は図 4.1-22を参照。地質断面図，その拡大図および縮尺は北海道電力（2015a）から一部抜粋・編集

し，中田（2015）の海底活断層および北海道電力（2015a）らの海底活断層の位置を加筆。地層の凡例は北海

道電力（2016b）を編集。 

 

（3）北海道電力（2015a）らの海底活断層 

本断層に相当する文献活断層は，北海道電力（2015a），岡村（2019）および岡村・佐藤（2023）に

示されている。これらの文献では，本断層は弁慶岬北西海域の寿都海底谷西側付近の岩内堆南方背

斜の東側あるいは西側の基部付近に示され，走向は概ねN-S，長さは約9.4～16.0 kmである（図 4.1-26）。

なお，岡村（2010）および北海道電力（2015a）では，岩内堆南方背斜を活背斜（活構造）として示

している。名称は，海域において北海道電力（2015a）の示す後期更新世以降の活動を考慮する活断

層および岡村（2019）の示す活断層であることから，「北海道電力（2015a）らの海底活断層」と仮称

する。 

浅層部の褶曲構造は，地下の断層の活動に伴う地層の変形である可能性が指摘されている（岡村，

2010，2019など）。このような断層関連褶曲の考え方によれば，岡村（2010）および北海道電力（2015a）

が示す岩内堆南方背斜は本断層の活動によってその上盤側に形成された断層関連褶曲である可能性

が高いことから，本説明書ではこれらを一つの構造体として扱う。 
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図 4.1-26 北海道電力（2015a）らの海底活断層および活断層研究会編（1991）の海底活断層A相

当の文献活断層ならびに付近の調査地点および本調査の地形判読結果 

北海道電力（2015a）らの海底活断層および活断層研究会編（1991）の海底活断層Aに相当する文献活断層お

よび本調査の地形判読結果を太線で示す。これらの断層に相当する個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地

図上に記す。基図の等高線・等深線の間隔は主曲線10 m，計曲線50 m。基図の元データには，陸域は国土地

理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行 M7000 シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第

2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国

土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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（i）変動地形学的調査 

本断層の分布や活動性を示す変動地形学的調査結果は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，寿都海底谷西側に北海道電力（2015a）が示す背斜軸と同様の位置に 3つ

の地形的高まりが認められ，これらを含む領域を細長い凸状斜面の海丘15と判読した。これらのう

ち，最も北の海丘では西翼基部付近に，北から 3番目では東翼基部付近に，崖とこれらの崖に対し

て反対側の翼部に勾配異常が判読される。以上のことから判読した崖をそれぞれ sLb および sLc と

評価した。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

岡村（2010，2019）および岡村・佐藤（2023）は，寿都海底谷付近に逆断層およびその西方に背斜

軸の分布を示している。活動性について，岡村・佐藤（2023）は，逆断層と背斜軸ともに第四紀以

降に活動したものとしている。なお，岡村・佐藤（2023）の逆断層や背斜軸の南端は，本文献の海

域地質図の南端に当たるため，南方延長部に関しては不明である。また，岡村・佐藤（2023）は，

本断層の分布範囲を「寿都隆起帯」の南部と示しており，「寿都隆起帯」は，「背斜が杉型に雁行配

列しており，神威海嶺や奥尻海嶺に比べて複雑な構造を持つことから，横ずれ成分を含む短縮変形

によって形成された可能性がある」と述べている。 

北海道電力（2015a）は，岩内堆南方背斜について「測線EW2A～測線EW7Aにおいて，Ⅳ層に累

積的な変形を与え，Ⅲ層及びⅡ層に変形が認められるか，又は層厚が薄いこと等により層理が不明

瞭であることから，後期更新世以降の活動を考慮する」としている。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a，2015a）の測線EW3A，

NESW1A（図 4.1-27）およびEW2A（図 4.1-25）のうち本断層との交点付近において，Ⅱ層以上は欠

けているか薄いものの，Ⅳ層～Ⅲ層が変形している可能性がある。なお，これらの背斜構造を形成

したと考えられる断層の傾斜については，両翼部の地層の傾斜の傾向から，最も北の地形的高まり

（測線 EW2A；図 4.1-25）では東傾斜，北から 2 番目および 3 番目の地形的高まり（測線 EW3A，

NESW1A；図 4.1-27，EW4A；図 4.1-28）では西傾斜の断層が推定される。 

 

 
15Goto et al. (2022) の「long knoll with convex slopes on both side」。 
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図 4.1-27 海上音波探査記録（測線NESW1A）に基づく地質断面図（北海道電力，2015a） 

測線位置は図 4.1-26を参照。北海道電力（2015a）から一部抜粋し，地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 

 

 
図 4.1-28 海上音波探査記録（測線EW4A）に基づく地質断面図（北海道電力，2013a） 

測線位置は図 4.1-26を参照。地質断面図および縮尺は北海道電力（2013a）から一部抜粋・編集し，活断層研

究会編（1991）の海底活断層Aの位置を加筆。地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 
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（4）活断層研究会編（1991）の海底活断層A 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991）に示されている。活断層研究会編（1991）

では，本断層は弁慶岬北西海域の大陸棚外縁付近に示され，走向は概ねNNE-SSW，長さは約 7.0 km

である（図 4.1-26）。名称は，海域において活断層研究会編（1991）が示す活断層であることから，

「活断層研究会編（1991）の海底活断層A」と仮称する。 

 

（i）変動地形学的調査 

本断層の分布や活動性を示す変動地形学的調査結果は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，本断層付近に，断層の変位・変形を受けたと考えられる地形要素が判読

されなかった。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

活断層研究会編（1991）は本断層を示しているが，活動性についての情報は確認されなかった。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a，2013b）の測線EW5A・

EW5SA，EW4A（図 4.1-28）およびEW3Aのうち本断層との交点付近において，Ⅵ層およびⅤ層が西

へ傾斜している。この付近は，海底面にステップ状の地形がみられることから，海底地すべり堆積

物である可能性がある。 

 

（5）活断層研究会編（1991）の海底活断層B 

本断層に相当する文献活断層は，活断層研究会編（1991）に示されている。活断層研究会編（1991）

では，本断層は寿都海脚西側の陸棚斜面付近に示され，走向は概ねNNW-SSE，長さは約 4.2 kmであ

る（図 4.1-29）。名称は，海域において活断層研究会編（1991）が示す活断層であることから，「活断

層研究会編（1991）の海底活断層B」と仮称する。 
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図 4.1-29 活断層研究会編（1991）の海底活断層Bおよび渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層相

当の文献活断層ならびに付近の調査地点および本調査の地形判読結果 

北海道電力（2015a）らの海底活断層および活断層研究会編（1991）の海底活断層Bに相当する文献活断層お

よび本調査の地形判読結果を太線で示す。個別論文の文献活断層（赤線）の出典を地図上に記す。基図の等深

線の間隔は主曲線10 m，計曲線50 m。基図の元データには，日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一

財）日本水路協会承認第2021006号）。 

 

（i）変動地形学的調査 

本断層の分布や活動性を示す変動地形学的調査結果は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，本断層付近では地すべりなどによる開析により地形が不鮮明であり，断
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層の変位・変形を受けたと考えられる地形要素が判読されなかった。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

活断層研究会編（1991）は本断層を示しているが，活動性についての情報は確認されなかった。 

岡村・佐藤（2023）は，本断層の東方の寿都海脚のP1層（前期鮮新世）に鮮新世以降に活動した

とする背斜軸を示している。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2013a，2015a）の測線 c（図 

4.1-30）および測線 B-31 によると，寿都海脚は主にⅦ層とⅥ層より形成され，これらに褶曲構造が

みられる。本断層付近では，Ⅶ層～Ⅴ層に波長の短い背斜がみられるが，これらを覆うⅣ層～Ⅱ層

に褶曲構造はみられず，SW方向に傾斜し陸棚斜面に調和して堆積しているようにみえる。一方で，

寿都海脚南西側の陸棚斜面に分布するⅣ層以上は，地層が欠損し，内部構造が不鮮明であることか

ら海底地すべり堆積物の可能性がある。 

 

 

図 4.1-30 海上音波探査記録（測線 c）に基づく地質断面図（北海道電力，2015a） 

測線位置は図 4.1-29を参照。地質断面図および縮尺は北海道電力（2015a）から一部抜粋・編集し，活断層研

究会編（1991）の海底活断層Bおよび渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層の位置および地質断面図の目盛を加

筆。地層の凡例は北海道電力（2016b）を編集。 

 

（6）渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層 

本断層に相当する文献活断層は，渡辺・鈴木（2015），中田（2015）および小野・斉藤（2019）に

示されている。これらの文献では，本断層は寿都海脚東縁から北方の地形的高まりの東縁付近に示
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され，走向は概ねN-S，長さは約 8.4～13.1 kmである（図 4.1-29）。名称は，海域において渡辺・鈴木

（2015），中田（2015）および小野・斉藤（2019）が示す活断層であることから，「渡辺・鈴木（2015）

らの海底活断層」と仮称する。 

 

（i）変動地形学的調査 

本断層を示しているのは，渡辺・鈴木（2015），中田（2015）および小野・斉藤（2019）である。

これらの文献に活動性に関する情報は確認されなかった。 

本調査の地形判読では，本断層の北部において細長い凸状斜面の海丘とその東縁の崖を判読し，

分類 sLbと評価した。 

 

（ii）地質調査 

本断層の分布や活動性を対象とした地質調査結果は確認されなかった。 

 

（iii）地球物理学的調査 

岡村・佐藤（2023）は，本断層の西方または重なる位置に背斜軸を示している。この背斜の活動

性について，岡村・佐藤（2023）は，P2層（後期更新世）およびQ層（第四紀）が背斜を構成する

P1層（前期鮮新世）にオンラップすることから，「後期鮮新世以前に成長したと考えられる」と解釈

している。 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査による分析では，北海道電力（2015a）の測線 c（図 4.1-30）

のうち本断層南部との交点付近において，Ⅵ層以下の地層に背斜構造がみられるが，これらを覆う

Ⅲ層およびⅡ層が薄く，詳細な構造は不明である。 
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4.2 地すべり地形および地すべり面 

文献調査対象地区およびその周辺地域の地すべり地形分布図（陸域は，防災科学技術研究所ホー

ムページ b，山岸編（2012）および本調査の地形判読，海域は，森木ほか（2017）および本調査の地

形判読）を図 4.2-1に示す。 

 

 

図 4.2-1 文献調査対象地区およびその周辺地域の地すべり地形分布図 

陸域は，防災科学技術研究所ホームページb，山岸編（2012）および本調査の地形判読結果，海域は，森木ほ

か（2017）および本調査の地形判読結果を表示。海域は，海岸線から約15 km以内の範囲の地すべり地形を図

示。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行 M7000 シリー

ズを使用（（一財）日本水路協会承認第2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）

に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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4.2.1 陸域の地すべり地形および地すべり面 

図 4.2-1によると，文献調査対象地区陸域の寿都半島東部，丸山丘陵北部および幌別山地に山地斜

面の傾斜方向と概ね同方向の滑落崖を持つ地すべり地形が示されている。 

このうち平面上最大の移動体は，丸山丘陵北部付近に山岸編（2012）が示す幅約 1.8 km，奥行き約

0.9 kmの大きさである。 

陸域に分布する地すべり地形について，地下の地すべり面や活動性に関する情報は確認されなか

った。 

 

4.2.2 海域の地すべり地形および地すべり面 

森木ほか（2017）では，寿都海脚の北部に滑落方向が北西と推定される地すべりが，寿都海底谷

の東側には滑落方向が東および西と推定される地すべりが示されている。 

本調査の地形判読では，大陸棚外縁から陸棚斜面に地すべり地形が判読され，特に寿都海底谷や

寿都海脚付近に分布が集中している。 

文献調査対象地区付近の海域においては寿都海脚の北部の地すべり地形が平面上最大であり，そ

の最大幅は約 3.4 kmである。 

海域に分布する地すべり地形について，地下の地すべり面や活動性に関する情報は確認されなか

った。 
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4.3 地質断層 

文献調査対象地区およびその周辺地域の文献による地質断層分布図を図 4.3-1に示す。なお，地表

における延長が概ね 10 km 以上の断層を整理した小坂ほか（2010）には，文献調査対象地区に断層

は示されていない。 

 

 

図 4.3-1 文献調査対象地区およびその周辺地域の地質断層の位置 

文献の地質図などに示される活断層以外の断層を「地質断層」として図示。基図の元データには，陸域は国土

地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第

2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国

土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

4.3.1 陸域の地質断層 

文献に示されている陸域の地質断層として，5 万分の 1 地質図幅（鈴木ほか，1981；山岸ほか，

1976；山岸，1984），岡村（1984，1986），椿原ほか（1989），能條ほか（1999）および北海道電力（2015a）
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を確認し，図 4.3-1ではそれらに示されている断層の位置を示している。これらの断層の長さや走向

などの情報について以下に示す。 

文献調査対象地区西部の寿都半島では，走向がNNW-SSE～WNW-ESEで長さ約 1.1～3.7 kmの断層

が示されている（鈴木ほか，1981；岡村，1984，1986）。 

幌別山地北部では，岡村（1984）は走向がNW-SEで長さ約 7.3 kmの断層を，山岸（1984）は走向

が NNW-SSEで長さ約 2.8 kmの断層を示している。北海道電力（2015a）は，山岸（1984）と同様の

位置に断層を示している。 

幌別山地中央部西麓では，山岸（1984）は走向がNNE-SSWで長さ約 2.4 kmの断層と，これを切る

同じくWNW-ESEで長さ約 3.2 kmの断層を示している。 

丸山丘陵の南東方向には，走向がNNW-SSEの断層が示されており（椿原ほか，1989；能條ほか，

1999），これらはその位置から白炭断層に相当すると考えられる。本断層は活断層と指摘する文献が

あるため，4.1.1（6）にて文献活断層として取り扱っている。 

 

4.3.2 海域の地質断層 

文献に示されている海域の地質断層として，海上保安庁水路部（1995），嵯峨山ほか（2000），片山

ほか（2012）および北海道電力（2015a）を確認した結果，文献調査対象地区の海域に地質断層（推

定断層および伏在断層を含む）を示している情報は確認されなかった。なお，片山ほか（2012）お

よび北海道電力（2015a）では活断層以外の断層の凡例自体示されていない。また，上記の文献のう

ち，嵯峨山ほか（2000）を除いて，海岸線から数百m程度またはそれ以上の範囲に断層を含む海底

地質などの情報は示されていない。 
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4.4 既存文献・データと断層の関係 

「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」（原子力規制委員会，2013）を参

考に，4.4では，地震活動，測地資料，変動地形，地質・地質構造および地球物理学的調査研究など

に関する文献・データの知見を整理する。 

 

4.4.1 海成段丘の高度分布 

広域的な地殻変動の指標としては，同一時代に形成された段丘面の高度分布などが挙げられる。

特に「沿岸海域の活断層が活動すると，地盤の隆起，沈降により海岸変動が生じることがある」た

め，「旧汀線の高度分布パターンは，断層の位置，形状の推定において有効な拘束条件となる」（地

震調査研究推進本部，2010）ことから，4.4.1 では海成段丘および旧汀線の分布高度について整理し

た。なお，海成段丘の対比や形成年代などの詳細は，説明書「隆起・侵食」に示す。 

文献調査対象地区とその周辺地域の沿岸部である狩場山北岸から尻別岬における海成段丘の高度

を図 4.4-1に，投影断面図を図 4.4-2に示す。図 4.4-2には，本調査による旧汀線アングル分布高度の

読み取り結果を文献情報と併せて示している。 

北海道電力（2013c，2016a）は，ボーリング調査による段丘堆積物上面の高度を示している。段丘

面の背後に急斜面があり崖錐が厚く堆積する地域では，地表から推定する旧汀線アングルの高度よ

りも段丘堆積物上面の高度から求める隆起量は誤差が小さいと考えられる（Amano et al., 2018）。 

幌別山地北岸について，旧汀線アングルの高度は概ね一定（小池・町田編，2001；本調査）であ

るが，MIS 5e段丘堆積物上面の高度は東に向かって徐々に高くなる傾向があり（北海道電力，2013c，

2016a），尻別岬から寿都湾付近の高度差は約 10 mである。北海道電力（2016a）は，この高度差につ

いて「震源として考慮する活断層として評価している尻別川断層が近接していることから，断層に

よる影響も否定できない」としており，MIS 5e以降に尻別川断層の活動により幌別山地北岸に西向

きの傾動が生じた可能性がある。 

寿都半島東岸（湯別～弁慶岬）と西岸（弁慶岬～歌島）について，MIS 5eの旧汀線アングル高度

は概ね標高約 40～50 mの範囲（小池・町田編，2001；奥村，2003；本調査），MIS 5e段丘堆積物上面

高度は標高約 21～28 m（北海道電力，2013c）と概ね一定である。また，寿都半島西岸（弁慶岬～本

目東方）におけるMIS 11～7の旧汀線アングルも概ね一定の高度を示すことから，寿都半島ではMIS 

11以降一様な隆起が生じていると考えられる。 

本目付近でMIS 5eの旧汀線アングル高度が約 40 mから 60 mになり，西に向かってMIS 11～5cの

旧汀線アングル高度が増す傾向が読み取れ（小池・町田編，2001；奥村，2003；本調査），狩場山北

岸ではMIS 5eの旧汀線アングルが標高 110 mに達する（小池・町田編，2001）。このことから，これ

らの段丘面は東方へ傾動している可能性があり，この要因として宮内（2012）が 12.5万年前の旧汀

線高度から推定した狩場山西岸沖に NW-SE 方向に延びる東傾斜の逆断層の活動による可能性が考

えられるが，推定された震源断層は文献調査対象地区に及ばない。 

なお，これらの分析に用いた指標は，山麓堆積地形の影響を含んでいるものが多いことに留意す

る必要がある。 
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図 4.4-1 文献に示された狩場山北岸－雷電山西岸における海成段丘の高度 

小池・町田編（2001），奥村（2003），北海道電力（2013c，2016a）に基づき作成。斜体の数字は旧汀線アング

ルの高度，正体の数字は段丘堆積物上面の高度を示す。比較的狭い範囲において群列ボーリングなどにより段

丘堆積物上面の高度が複数得られている場合，それらの中で最も高いものの高度のみを図示。奥村（2003）に

示された旧汀線高度は，旧汀線アングルの高度（海成段丘面の高度）と推察できることから，本調査ではその

ように記した。基図として地理院タイルの陰影起伏図を使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国

土交通省）に，寿都町の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。本図の詳細は

説明書「隆起・侵食」を参照。 
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図 4.4-2 狩場山北岸－尻別岬における海成段丘の高度分布（投影断面図） 

投影断面線の位置については図 4.4-1を，本図の詳細は説明書「隆起・侵食」を参照。 

 

4.4.2 地質構造 

地質構造やその連続性は，地下の震源断層や活断層の活動性などについて総合的に評価・検討す

る際の判断材料として用いられる（地震調査研究推進本部，2010；原子力規制委員会，2013）ことか

ら，4.4.2では文献調査対象地区およびその周辺地域の地質・地質構造について整理した。陸域の地

質図を図 4.4-3に，海域の地質構造図を図 4.4-4に示す。なお，地質・地質構造の詳細は，説明書「地

形，地質・地質構造」に示す。 

月越山脈とその西方に分布する新第三系は概ね NW-SE 方向の軸を持つ褶曲構造に支配されて分

布している。これらは，月越山脈南部の瀬棚層に覆われるが，下位層と調和するような褶曲構造が

みられないことから，これらの褶曲構造の活動は瀬棚層堆積以降概ね停止していると考えられる。

狩場山から弁慶岬の沿岸部の海域について，北海道電力（2013a）によると，これらの褶曲構造は，

その北方延長海域でⅢ層に傾斜不整合で覆われ変形を与えていないことから，少なくとも中期更新

世以降の活動は認められないと考えられる。この前面海域における寿都海底谷西方の背斜軸は，「岩

内堆南方背斜」と呼ばれ，活構造として示されている（岡村，2010；北海道電力，2015a；岡村・佐

藤，2023）。 

黒松内低地帯北部には，概ね南北方向に規制された逆断層や褶曲構造などの短縮変形構造がみら

れ，白炭断層などの活構造の存在が指摘されている（例えば，池田ほか編，2002；地震調査研究推

進本部，2005）。黒松内低地北方延長部の寿都湾には，中田（2015）の海底活断層が示されているが，

黒松内低地帯にみられるような明らかな活構造はないという見解もある（嵯峨山ほか，2000；奥村，

2003；北海道電力，2015a）。さらに北方の寿都海脚には，海脚の高まりと調和した背斜軸が示されて

いる（海上保安庁水路部，1995；岡村・佐藤，2023） 

幌別山地は長軸がほぼ南北方向のドーム型の地質構造を呈している。山地の東縁付近には尻別川

断層帯が推定され，この付近の瀬棚層（鮮新統～下部更新統，山岸ほか，1976；山岸，1986；北海道

電力，2015a の尻別川層に相当）が急傾斜している地域であることが確認されている（山岸ほか，

1976；山岸，1986；北海道電力，2015a）。幌別山地の成因については，東縁付近に推定されている尻

別川断層帯の活動や南部に迸入する中新世花崗岩類が起因している可能性がある。幌別山地北方海
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域について，海上保安庁水路部（1995）は，大陸棚において，軸がほぼ南北方向の短波長の褶曲を

示している。これらの褶曲構造は東方に推定されている尻別川断層が褶曲構造の形成に関連する可

能性がある。 

 

 

図 4.4-3 文献調査対象地区およびその周辺地域における地質図および活断層（陸域） 

活断層は今泉ほか編（2018）の位置を示す。地質図の詳細は説明書「地形，地質・地質構造」を参照。寿都町

の行政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 4.4-4 文献調査対象地区周辺海域の地質構造図 

活断層は活断層研究会編（1991），北海道電力（2015a），岡村・佐藤（2023），泉ほか（2014）および中田（2015）

が示す海域の活断層に，褶曲構造は海上保安庁水路部（1995），岡村（2010），北海道電力（2015a）および岡

村・佐藤（2023）の背斜軸および向斜軸に基づき作成。赤線で示す個別論文の文献活断層は，地図上の断層線

に沿ってその出典を示している。基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本

水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協会承認第2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海

岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交

通省）に基づく。 

 

 



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地震・活断層」 

73 

4.4.3 測地観測結果 

測地観測結果を用いて文献調査対象地区周辺の地殻変動の傾向について整理した。 

1954～2004年における約 50年間の水準測量結果（国土地理院ホームページ a）を 4期間に区切っ

て，それぞれの上下変動量（基準：水準点交 24）を図 4.4-5に示す。 

これによると，文献調査対象地区沿岸部（寿都湾岸）の観測期間における上下変動量に大きな変

化はみられない。なお，水準点 7147 および同 7388 の急激な上方変位については，これらの両側の

観測点の変化がほとんどないことから，地域的に限定された表層のみの変位を観測したもので構造

運動によるものではないと考えられる。 

文献調査対象地区の西方地域については，1986年までは西に向かって相対的に若干の隆起傾向が

みられる。これ以降は沈降傾向となっており，前述した段丘面高度分布と逆の傾向である。 

GNSS測量（国土地理院ホームページ b）による最近 15年間の上下変動速度（図 4.4-6）について，

観測点数が少なく，詳細な分析は困難であるが，全体的に隆起傾向のようである。 
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図 4.4-5 狩場山南西岸－尻別岬間における約50年間の上下変動量 

（上）解析対象とした水準路線。（下）水準点における約 50年間の上下変動量。水準路線 005100の水準点は

1959～2004年の上下変動量を，水準路線004800の水準点は 1954～2004年の上下変動量を表す。基図として

地理院タイルの陰影起伏図を使用。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行

政界は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 4.4-6 最近15年間の上下変動速度 

矢印の位置は，国土地理院のGNSS連続観測システムの観測点を示す。固定局は猿払。海岸線は「国土数値情

報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国

土交通省）に基づく。 

 

4.4.4 地球物理学的調査結果 

地下構造を面的に推定する地球物理学的な手法として，重力異常分布や磁気異常分布を用いる方

法がある。断層が繰り返し動くことに伴って，断層の両側の岩質が違ってくることにより重力異常

分布や磁気異常分布に特徴的なパターンが現れるため，これらは補完的に地下の断層の調査にも利

用されることがある（地震調査研究推進本部，2010；産業技術総合研究所，2019）。 

以上のことから，重力探査および磁気探査に関するデータを整理した。 

 

（1）重力探査結果 

文献調査対象地区およびその周辺地域の重力異常（ブーゲー異常）を図 4.4-7に示す。これによる

と内浦湾（噴火湾）付近の低重力異常域は，北方の黒松内低地帯に向かって NNW 方向に延びる。

黒松内低地断層帯中央から南部は，概ね低重力異常域あるいは重力異常の急変域に概ね一致する。

黒松内低地断層帯北部から寿都湾付近では，高重力異常域がみられ，この東縁の重力異常の急変部

付近に尻別川断層帯の一部が位置する。 
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図 4.4-7 文献調査対象地区およびその周辺地域の重力構造（ブーゲー異常） 

等値線の主曲線は 2 mGal，計曲線は 10 mGal 間隔。日本重力データベース DVD 版（産業技術総合研究所，

2013）収録のブーゲー異常グリッドデータ（仮定密度：2.67 g/cm3）に基づき作成。断層（太黒線）について，

陸域は中田（2015）の活断層および今泉ほか編（2018）の活断層，推定活断層と伏在活断層，日本海海域は活

断層研究会編（1991）の活断層と活撓曲，中田（2015）の活断層および北海道電力（2015a）の後期更新世以

降の活動を考慮する活断層，太平洋海域は杉山ほか（2011）の活断層と活撓曲の位置を示している。海岸線は

「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区

域データ）」（国土交通省）に基づく。 

 

（2）磁気探査結果 

文献調査対象地区およびその周辺地域の磁気異常を図 4.4-8に示す。黒松内低地断層帯北部の歌棄

リニアメント，白炭断層と尻別川断層帯南部は，幌別山地南部の正の磁気異常域の急変部に位置す

るが，この付近の磁気異常は地表に露出または埋没する中新世花崗岩類や火山噴出物の影響も考え

られる（詳細は説明書「地形，地質・地質構造」を参照）。 

弁慶岬の西方海域では正の磁気異常域がみられる。寿都湾北部の正の磁気異常域およびその周辺
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の急変域は，中田（2015）の海底活断層とほぼ同じ位置にあるが，海底地質図に示すⅥ層の分布域

に概ね一致する（詳細は説明書「地形，地質・地質構造」を参照）。 

 

 

図 4.4-8 文献調査対象地区およびその周辺地域の磁気異常（極磁力図） 

等値線の主曲線は 20 nT，計曲線は 100 nT間隔。日本空中磁気データベース（産業技術総合研究所，2005）の

うち北海道・東北北部のデータに基づき作成。断層（太黒線）について，陸域は中田（2015）の活断層および今

泉ほか編（2018）の活断層，推定活断層と伏在活断層，日本海海域は活断層研究会編（1991）の活断層と活撓

曲，中田（2015）の活断層および北海道電力（2015a）の後期更新世以降の活動を考慮する活断層，太平洋海域

は杉山ほか（2011）の活断層と活撓曲の位置を示している。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交

通省）に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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4.4.5 震源データ 

過去の大地震の分布や微小地震分布は，断層面の傾斜や地下の震源断層の長さを推定する情報の

一つとして利用されている（地震調査研究推進本部，2010）ことから，震源分布について整理した。 

文献調査対象地区およびその周辺地域の微小地震分布とその断面を図 4.4-9および図 4.4-10に示す。

幌別山地南部付近に震源がまとまって分布する領域がみられる（図 4.4-9）。これらは尻別川断層帯南

部および黒松内低地断層帯北部の近傍に分布することから両断層帯に関連している可能性が考えら

れる。しかし，A断面（図 4.4-10 左）では南方への傾斜傾向でこれらの断層帯と不調和であること，

B，C断面（図 4.4-10 中，右）では顕著な傾斜の傾向は認められないことから，これらの断層帯との

関連性について詳細は不明である。 

主に西傾斜と推定（地震調査研究推進本部，2005；今泉ほか編，2018；産業技術総合研究所ホーム

ページ）されている黒松内低地断層帯の震源断層の推定分布域に当たる黒松内低地帯西縁から狩場

山地東部付近の地震活動は少ない。 
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図 4.4-9 微小地震分布と主な文献活断層の位置 

地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページa）に基づき作成。1983年1月から2022年 3月までの期間にお

けるマグニチュード 1以上，震源の深さの標準誤差が 2 km以下の通常地震を表示。基図の元データには，陸

域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000シリーズを使用（（一財）日本水路協

会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政界（二点

鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 4.4-10 微小地震断面図 

地震月報（カタログ編）（気象庁ホームページa）に基づき作成。1983年1月から2022年 3月までの期間にお

けるマグニチュード 1以上，震源の深さの標準誤差が2 km以下の通常地震を表示。断面位置は図 4.4-9参照。

（左）A断面，（中）B断面，（右）C断面。 

 

4.4.6 地殻流体の存在状況 

地下深部における地殻流体の上昇または断層への流入による地震の誘発および断層すべりの再活

性化が議論されており（例えば，Zhao et al., 1996；吉田ほか，2002；Ohmi et al., 2004；Nakajima and Hasegawa, 

2008；Umeda et al., 2008, 2009；Sibson, 2020；Nakajima, 2022；Nishimura et al., 2023），地殻流体の存在状況

を検討することで活断層の存在について推定できる可能性がある。地殻流体の存在状況に関する情

報については，地球物理学的調査によって推定，地殻流体の起源やその性質については，地球化学

的なパラメータによって検討される（梅田・浅森，2016）。さらに近年では，能登半島において，測

地観測データの解析などにより，深部流体の上昇などのメカニズムを検討した事例も存在する（例

えば，Nishimura et al., 2023）。 

また，地下水などを対象とした地球化学的調査は，伏在断層の検出などを目的とした調査手法の

一つとして活用できると考えられる。例えば，マントル起源物質の地表付近への供給を示すと考え

られるヘリウム同位体比またはLi/Cl比などに着目した調査手法がある（例えば，Umeda and Ninomiya, 

2009；風早ほか，2014）。 

以上のことから，地下水などの化学特性および地下深部の物理特性に関するデータを整理し，地

殻流体の存在状況について検討する。なお，測地観測データについては，文献調査対象地区および

その周辺地域において，上記の事例と比較し，本調査で得られた GNSS測量の観測点の分布密度が

非常に小さい（図 4.4-6）ことから，本説明書では検討しない。 
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（1）地下水などの化学特性 

（i）ヘリウム同位体比 

国内の 3He/ 4Heの測定値は草野ほか（2012）によって整理されている。これによると，文献調査対

象地区における測定データは確認されず，その周辺地域における測定データは分布に乏しい（「噴火

に関する説明書」（以下，説明書「噴火」という。）図 4.3-5を参照）。 

そのため，3He/ 4Heの測定値の分布傾向は不明なため，断層を水みちとしたマントル起源ヘリウム

の地表付近への供給は明らかでない。 

 

（ii）Li/Cl比 

風早ほか（2015）は，日本列島において 200 mg/L以上のCl濃度をもつ深層地下水・湧水を対象に

として，一定の範囲で区切ったメッシュごとのLi/Clを示している。これによると，文献調査対象地

区では，東部および西部ではデータが示されていないものの，中央部から南方にかけて Cl 濃度が

200 mg/L以上かつ Li/Clが 0.001未満のデータが示され，スラブ起源深部流体に関する指標からは外

れるが，スラブ起源深部流体が混合した可能性を否定しない領域が確認される（説明書「噴火」図

4.3-6を参照）。 

以上のことから，文献調査対象地区とその南方ではスラブ起源深部流体の寄与を明確に示すLi/Cl

は報告されていないが，スラブ起源深部流体が混合した可能性を否定しない Li/Cl が報告されてい

る。ただし，詳細な測定地点の位置が明らかでなく，断層を水みちとしたスラブ起源深部流体が混

合した可能性を否定しない領域を明らかにすることができなかった。 

 

（2）地下深部の物理特性 

（i）低周波地震 

文献調査対象地区およびその周辺地域の深さ 50 km以浅で発生した地震の震源分布（説明書「噴

火」図 4.3-4を参照）によると，文献調査対象地区南端付近を含む黒松内低地帯北部において低周波

地震の震源が深さ 30 km程度において局所的に分布する。Shiina et al. (2018)は，この分布について，

地殻深部に部分溶融域が存在することを示していると考えられ，部分溶融域に由来する流体が破砕

帯に沿って輸送されたことを示唆すると解釈している。 

以上のことから，低周波地震の分布に基づくと，流体が存在する可能性を否定できず，黒松内低

地断層帯北部付近に断層が存在しその移行経路となっている可能性があるが，詳細は明らかではな

い。 

 

（ii）地震波速度構造および地震波減衰構造 

文献調査対象地区を含む領域を対象とした地震波速度構造の推定は，多数の研究により行われて

いる（例えば，Wang and Zhao, 2005；Niu et al., 2016；Shiina et al., 2018；Matsubara et al., 2017, 2019）。また，

地震波減衰構造を推定した事例として，Kita et al. (2014)，Wang et al. (2017)，Wang and Zhao (2019)，Hua 

et al. (2019)が挙げられる。これらの地震波不均質構造の空間分解能は，水平方向で約 20 km から 60 

km以上とさまざまである。 

防災科学技術研究所提供の「日本列島下の三次元地震波速度構造（2022年度版）」（Matsubara et al., 

2022）に基づく文献調査対象地区周辺の地震波速度構造（説明書「噴火」図 4.3-8～図 4.3-11を参照）

によると，文献調査対象地区や黒松内低地帯北部の地下において，顕著なP波低速度体は見られず，
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深さ 20～30 kmでは S波低速度体が見られるが，Vp/Vs比との対応は明瞭ではない。なお，この地震

波速度モデルの空間分解能は，水平方向に約 20 kmである（Matsubara et al., 2022）。 

以上の特徴は，Niu et al. (2016)，Shiina et al. (2018)などのそれぞれで推定された地震波速度構造やKita 

et al. (2014)などによって示される地震波減衰構造と調和的な部分も見られるが，詳細な分布はそれぞ

れで異なる。例えば，Niu et al. (2016)によって推定された地震波速度構造では，黒松内低地帯下の低

周波地震分布域の下位に地震波低速度体が局所的に分布するように読み取れるが，その分布域や有

無についてはそれぞれの研究で異なる。このことは，それぞれの解析に使用された地震データが異

なることや，空間分解能が低いことなどによる不確かさに起因すると考えられる。 

以上のことから，文献調査対象地区や黒松内低地帯北部の地下において，流体の存在は明らかで

はない。 

 

（iii）比抵抗構造 

文献調査対象地区の比抵抗構造を示した文献は見当たらない。なお，文献調査対象地区は含まな

いが，文献調査対象地区南方の黒松内低地帯中央部付近における比抵抗構造は，平田ほか（2009）

により示されている。平田ほか（2009）では，黒松内低地帯を横断する深さ 10 km までの二次元比

抵抗構造が示されている（説明書「地形，地質・地質構造」図 6.1-3を参照）。これによると，複数の

低比抵抗体が分布するが，これらは中新世の堆積層や先第三紀の地層に相当すると推定されており，

深部流体との関連性については言及されていない。 
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第5章 基準に照らした評価 
1.2に基づいて，第 4章までに整理された情報をもとに，断層等を個別の活断層ごともしくは分布

する地域ごとに，以下の基準に対する該当性を評価し，該当することが明らかまたは可能性が高い

場合は，最終処分を行おうとする地層における避ける場所を検討する。 

（ア） 後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層

の断層面  

（イ） 後期更新世以降の活動が否定できない断層等のうち地震活動に伴って永久変位が生じる

断層の断層面及び変位を及ぼす地すべり面 

（ウ） 上記（ア）または（イ）以外の，地表における延長がおおむね 10 km以上の断層の断層面 

（エ） 上記（ア）～（ウ）の断層コアの部分 

上記（ア）～（エ）の確認の仕方については 1.1.3に，本説明書における評価のフローについては

図 1.3-1に示している。地表における延長がおおむね 10 km以上の該当性について，明らかまたは可

能性が高い以外の評価となった断層等は，これ以降の評価に進まない。これらの断層等を含む，存

在の確実性，延長，最終処分を行おうとする地層における分布および地質構造などのその他の情報

については，基準（ウ）の評価に関する補足情報として，添付資料Fに示す。 

（ア）および（イ）の該当性の判断については，変動地形学的調査，地質調査および地球物理学

的調査といった調査結果ならびに地形，地質・地質構造および応力場などを検討し，総合的な評価

を行う必要がある（敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド（原子力規制委員

会，2013））。本説明書では各断層等の調査データが少ないことにより総合的な判断に至らない場合

があるが，これは概要調査地区選定段階の評価結果であって，概要調査以降に調査を実施する場合

に（ア）および（イ）に該当しないと断言できるものではない。 

また，文献調査対象地区における処分深度が未定であることから，法律により定められた最も浅

い深度である地下 300 mより深い場所を，最終処分を行おうとする地層と想定する。 

 

5.1 活断層 

5.1.1 陸域の活断層 

（1）樽岸リニアメント 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，本調査では変動地形は判読されず，文献からも本リニアメントの活

動性は確認されていない。北海道電力（2015a）は，本リニアメント南部で実施した地表地質踏査に

より，断層の存在を示唆するような破砕帯および地層の不連続が認められないことから，本リニア

メントは断層ではなく異なる岩質境界にあたり，両者の侵食に対する抵抗力の違いに起因する組織

地形であると判断している。これらのことから，本リニアメントが後期更新世以降に活動した可能

性は低いと考えられる。 

以上より，樽岸リニアメントは，（ア）および（イ）に該当しない可能性が高い。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

樽岸リニアメントは，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 
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（2）五十嵐川断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，本調査で判読された変動地形の活動時期は不明である。北海道電力

（2015a）の地形判読結果より中期更新世（約 40万年前）以降に活動した可能性はあるが，地層の変

位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学的調査の情報が確認されないため，中期更新

世以降および後期更新世以降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 

以上より，五十嵐川断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高いとは

いえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

五十嵐川断層は，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

（3）湯別・丸山西側付近の断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，池田ほか編（2002）や本調査の地形判読結果より本断層は後期更新

世以降に活動した可能性があるが，小池・町田編（2001），奥村（2003）および北海道電力（2015a）

などで本断層周辺の地形面の分布や形成年代の推定に異なる見解がある。また，地層の変位・変形

を直接確認するための地質調査および地球物理学的調査の情報が確認されないため，後期更新世以

降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 

以上より，湯別・丸山西側付近の断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能

性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

湯別・丸山西側付近の断層は，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

（4）丸山東側付近の断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

黒松内低地帯を対象とした変動地形学的調査において，本断層を示している文献（北海道電力，

2015a；今泉ほか編，2018）と示していない文献（活断層研究会編，1991；池田ほか編，2002；本調査

の地形判読結果）があるが，北海道電力（2015a）は丸山丘陵頂部の傾動が本断層の活動によって及

ぼされた可能性を考慮していることを踏まえると，本断層は中期更新世（約 40万年前）以降に活動

した可能性がある。しかし，地層の変位・変形を直接確認するための地質調査および地球物理学的

調査の情報が確認されないため，後期更新世以降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 

以上より，丸山東側付近の断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高

いとはいえない。 

なお，丸山丘陵頂部の傾動については，丘陵の東西に白炭断層と湯別・丸山西側付近の断層が示

されていること，また，池谷・林（1982）の指摘のように本地域の構造は褶曲軸に支配されている



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地震・活断層」 

85 

可能性を考慮すると，丸山東側付近の断層の活動以外によって形成された可能性も考えられる。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

丸山東側付近の断層は，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

（5）歌棄リニアメント 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，本調査では変動地形は判読されず，文献からは本リニアメントの活

動性は確認できない。北海道電力（2015a）は，本リニアメントの中央付近で水平方向に長さ約 40 m

にわたって連続する自然露頭で地質観察を行い，断層を示唆するような破砕帯や地層の不連続は認

められないことを確認している。これらのことから，本リニアメントの後期更新世以降の活動性は

ないと判断される。 

以上より，歌棄リニアメントは，（ア）および（イ）に該当しないことが明らかである。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

歌棄リニアメントは，例えば，活断層研究会編（1991）では地表における延長が約 12 kmと示され

ている。 

北海道電力（2015a）は，前述したように本リニアメント付近に破砕帯や地層の不連続は認められ

ないとしている。 

以上より，歌棄リニアメントは地表での長さが 10 km以上との情報があるが，断層を示唆するよ

うな情報は得られていないことから，（ウ）に該当しない。 

 

（6）白炭断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991），池田ほか編（2002）および本調査の地形判

読などにより，最終間氷期以降と推定している段丘面に断層崖や撓曲などが示されている。 

地質調査において，山岸・木村（1981）は露頭調査結果より本断層に相当する逆断層を確認し，

吾妻ほか（2004）はピット掘削調査結果より逆断層が最終氷期以降と推定している地層を変位させ

ていることを確認している。 

地球物理学的調査において，吾妻ほか（2003）および北海道電力（2015b）は反射法地震探査結果

より，それぞれ「西上がりの，地層の累積的な変形」および「黒松内層及び瀬棚層に西上がりの撓

曲構造を示唆する非対称な向斜構造」を確認している。 

このように，白炭断層は，変動地形学的調査および地質調査から後期更新世以降に活動したこと，

地球物理学的調査から本断層付近の地層に変形の累積性があることが評価される。 

以上より，白炭断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかである。 

 

（ii）断層コアの部分 

山岸・木村（1981）の露頭観察結果による変位を示唆する記載（「厚さ 2 mmの断層粘土が附着し，
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その上に水平線と約 40 °斜交した条線とそれに平行な，幅 5 mm～1 cm，長さ数 cmのにんじん型の

溝状の構造」）より地表付近の断層コア相当の幅は 12 mm程度（「断層粘土」の厚さ 2 mmと「にん

じん型の溝状の構造」の幅 1 cmの和）であることが考えられる。 

以上より，白炭断層に，（エ）に該当する可能性が高い領域が存在する。 

 

（iii）避ける場所 

本地域を含む日本海東縁や周辺陸域は逆断層型の活断層が卓越していること（例えば，地震調査

研究推進本部，2001；徳山ほか，2001；岡村・加藤，2002）と，本断層は西上がりの変動地形として

判読されていることから，西傾斜の逆断層と推定される。このことは，ピット掘削調査結果（吾妻

ほか，2004）で西傾斜の逆断層が確認されていることに整合する。断層面が西傾斜の場合，本断層

は地表では文献調査対象地区東南方向に分布するが，地下では文献調査対象地区内に分布が及んで

いる可能性がある。 

一方，反射法地震探査結果（北海道電力，2015b）では白炭断層付近の黒松内層および瀬棚層に向

斜構造が認められるが，断層構造がみられるのは本断層東側の一部である。地表の変位センスと地

下の向斜構造を考慮すると，本断層は向斜構造の形成に応じて生じた層面すべり断層である可能性

がある。この場合，この向斜構造は後期更新世以降も活動していることになり，変形領域の評価が

課題である。 

また，本断層が北方延長部周辺の沖積面下に伏在している場合には，上記のいずれにしても，本

断層が文献調査対象地区内に及んでいる可能性がある。 

以上より，白炭断層は，地表付近では（ア）または（イ），および（エ）に該当する領域があるも

のの，最終処分を行おうとする地層において避ける場所については不明である。 

 

（7）月越原野断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査において，文献および本調査の地形判読では変動地形の活動時期は不明である。

地形や地層の変位・変形を直接確認するための地質調査および地球物理学的調査の情報が確認され

ないため，後期更新世以降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 

以上より，月越原野断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高いとは

いえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

月越原野断層は，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

（8）九連山の沢リニアメント 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査について，本調査では変動地形は判読されず，文献で判読された変動地形の活

動時期は不明である。地形や地層の変位・変形を直接確認するための地質調査および地球物理学的

調査の情報が確認されないため，後期更新世以降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 
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以上より，九連山の沢リニアメントは，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性

が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

九連山の沢リニアメントは，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

（9）黒松内低地断層帯北方延長部 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

変動地形学的調査について，本地域において，本調査の地形判読では，文献活断層付近を除いて

断層の変位・変形を受けたと考えられる地形要素が判読されなかったが，宮内（2012）は，本地域

の 12.5万年前の旧汀線高度分布から本西傾斜の震源断層を，佐藤ほか（2019）は海成段丘の高度分

布や地質構造から西傾斜および東傾斜の震源断層を推定している。一方で，北海道電力（2015a）は，

ボーリング調査により確認される Mm1 段丘堆積物上面標高から，西側隆起を示唆するような高度

不連続は認められないと評価している。また，朱太川河口付近における反射法地震探査結果および

寿都湾における海上音波探査結果から，少なくとも後期更新世以降に断層活動があった形跡はみら

れない（嵯峨山ほか，2000；北海道電力，2015a）。これらのことから，本地域において後期更新世以

降に活動した断層は認められない。 

以上より，黒松内低地断層帯北方延長部に（ア）または（イ）に該当する断層はない可能性が高

い。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

本地域の地表および海底面における延長が 10 km以上のものは確認されないので，（ウ）に該当す

る断層はない。 

 

（10）尻別川断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

本断層については調査範囲が広く，調査内容および結果が地域によりさまざまであることから，

本断層の活動性については，陸域北部（尻別川河口からツバメの沢川沿い），陸域南部（ツバメの沢

川以南）および海域部の 3つの区間に分けて整理したうえで，まとめて評価する。 

陸域北部の変動地形学的調査において，北海道電力（2015a）および本調査の地形判読結果より，

形成年代が中期更新世（約 40万年前以降）と推定される地形面に変動地形が判読されている。地質

調査において，山岸ほか（1976），山岸（1986）および北海道電力（2015a）は，尻別川断層が推定さ

れている付近に分布する尻別川層が急傾斜であることを確認し，山岸（1986）は尻別川層中に本断

層に相当する断層露頭を報告しているが，後期更新世以降の地層の変位・変形を直接確認した地質

調査結果は確認されない。地球物理学的調査において，北海道電力（2015a）は，本区間の北端付近

の尻別川河口域で反射法地震探査を実施し，前期～中期更新世の地層（鮎川層）がほぼ水平に堆積

するとしている。 

陸域南部において，本調査の地形判読で東西 2本の変動地形が判読され，このうち東側の変動地
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形は変位基準面の形成年代が中期更新世と推定される。東側の変動地形に関連する地質調査におい

て，北海道電力（2015a）は，露頭観察より断層の存在を示唆するような破砕帯や地層の不連続は認

められないことを確認している。加えて，北海道電力（2015a）は，クスリの沢川周辺で実施したボ

ーリング調査より，Mf1面段丘堆積物（MIS 6）を覆う洞爺火山灰を含むローム層の基底が緩やかに

傾斜して分布していることを確認している。同じく地球物理学的調査において，北海道電力（2015a）

は，ツバメの沢川周辺の反射法地震探査より，尻別川層，鮎川層およびMf1面段丘堆積物に断層を

示唆するような系統的な地層の変位・変形が認められないことを確認している。一方，西側の変動

地形については，後期更新世以降の地形や地層の変位・変形を直接確認するための地質調査や地球

物理学的調査の情報が確認されない。 

海域部について，中田（2015）および本調査の地形判読により変動地形が判読されている。判読

された付近の海底では，既存の海上音波探査結果を用いた本調査の分析より，尻別川河口沖合海域

の下部更新統の凹部を埋積する下部～中部更新統以上の地層が概ね水平に堆積していると考えられ

る。これは同様に尻別川河口沖合海域の海上音波探査結果から解釈した，嵯峨山ほか（2000）の磯

谷層の西上がりの構造運動以降から「現世にかけて断層運動による変位が生じた可能性はきわめて

低い」ことや，北海道電力（2015b）の「陸域に認められるような磯谷層及び尻別川層の急傾斜構造

や後期更新世以降の活動を考慮するような活構造は認められない」ことと整合する。一方で，北海

道電力（2016a）の段丘堆積物調査結果から，幌別山地北岸の Mm1 段丘堆積物（MIS 5e）上面高度

が，尻別岬付近から歌棄に至る範囲で東に向かって高度が徐々に高くなる傾向が認められ，北海道

電力（2016a）は，この高度差に対して「尻別川断層が近接していることから，断層による影響も否

定はできない」と述べている。 

以上より，尻別川断層は，後期更新世以降の活動を示唆している情報と否定している情報がある

ため，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

本断層は，変動地形学的調査において，例えば，活断層研究会編（1991）は約 12 km と示してい

る。一方，地質調査においては，山岸（1986）が断層露頭にて尻別川層に逆断層を確認しているが，

その延長については不明である。また，海域，尻別川河口付近およびツバメの沢川における地球物

理学的調査（嵯峨山ほか，2000；北海道電力，2015a）においても明瞭な断層構造は確認されない。 

以上より，尻別川断層は，（ウ）に該当することが明らかまたは可能性が高いとはいえない。 

 

（11）中田（2015）らの活断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

目名川左岸に示される本断層（北部および南部）は，今泉ほか編（2018）および本調査の地形判

読結果より，後期更新世以降に活動した可能性がある。このほかに，目名川左岸付近では，後期更

新世以降の段丘面や地層の変位・変形を直接確認するための地質調査および地球物理学的調査の情

報が確認されないため，後期更新世以降の活動の有無に関する総合的な判断ができない。 

目名川右岸に示される断層（南部のみ）では，北海道電力（2015a）および本調査の地形判読結果

より，後期更新世以降に活動した可能性がある。目名川右岸における本断層を横断する群列ボーリ

ング調査（北海道電力，2015a）では，調査地点付近の洞爺火砕流堆積物（後期更新世）の分布高度
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が周辺より若干高いが，洞爺火砕流堆積物の基底が東傾斜で連続し，堆積物中に断層を示唆する構

造は認められないことが，北海道電力（2015a）により指摘されている。そのため，目名川右岸では

後期更新世以降の活動を示唆している情報と否定している情報がある。 

以上より，中田（2015）らの活断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能性

が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

中田（2015）らの活断層は，地表における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しない。 

 

5.1.2 海域の活断層 

（1）泉ほか（2014）の海底推定活断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

泉ほか（2014）の変動地形学的調査により示された本断層に対して，既存の海上音波探査結果を

用いた本調査の分析では，北海道電力（2013a）の探査測線において，中新統が変形している可能性

があるが，これより上位の地層が分布していないため，後期更新世以降の活動の有無の判断ができ

ない。 

以上より，泉ほか（2014）の海底推定活断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまた

は可能性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

泉ほか（2014）の海底推定活断層は，海底面における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該当しな

い。 

 

（2）中田（2015）の海底活断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

中田（2015）の変動地形学的調査により示された本断層に対して，既存の海上音波探査結果を用

いた本調査の分析では，北海道電力（2013a，2015a）の探査測線において，本断層の南部では海底面

に高まりがみられる。一方で北部では下部中新統～鮮新統に背斜構造がみられ，これの東翼を覆う

下部～中部更新統以上はほぼ水平に堆積し変形していないようにみえるが，層厚が薄く詳細な構造

は不明であるため，後期更新世以降の活動の有無の判断に至っていない。 

以上より，中田（2015）の海底活断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかまたは可能

性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

本断層の変動地形学的調査による海底面における延長は約 13.8 km である。既存の海上音波探査

結果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2013a，2015a）の探査測線において，本断層との交点

付近における地層の変位は確認されない。 

以上より，中田（2015）の海底活断層は，海底面での長さが 10 km以上との情報があるが，その地
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下に断層の存在を示唆する詳細な情報は確認されないことから，（ウ）に該当することが明らかまた

は可能性が高いとはいえない。 

 

（3）北海道電力（2015a）らの海底活断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

既存の海上音波探査結果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2013a，2015a）の探査測線にお

いて，本断層および岩内堆南方背斜付近に分布する上部更新統は層厚が薄いものの変形している可

能性があり，これに覆われる下部～中部更新統以下の地層に変形が認められる。よって，後期更新

世以降の活動を否定できない。このことは，地球物理学的調査などに基づく北海道電力（2015a）や

岡村・佐藤（2023）の本断層の活動性に関する解釈とも整合的である。 

以上より，北海道電力（2015a）らの海底活断層は，（ア）または（イ）に該当する可能性が高い。 

 

（ii）断層コアの部分 

一般に活断層には断層コア相当の部分が認められることが多いが，北海道電力（2015a）らの海底

活断層に関する断層コアの情報は確認されないため，（エ）に該当することが明らかまたは可能性が

高い領域は不明である。 

 

（iii）避ける場所 

本地域を含む日本海東縁や周辺陸域は逆断層型の活断層が卓越していること（例えば，地震調査

研究推進本部，2001；徳山ほか，2001；岡村・加藤，2002）から，本断層が地形的高まりの東翼また

は西翼に位置するとき，それぞれ西傾斜もしくは東傾斜と推定される。 

寿都海底谷西側において，北海道電力（2015a）が示す 4つの背斜軸と同様の位置に 4つの地形的

高まりが認められる。このうち最も北の断層は西翼に示されていること（北海道電力，2015a；本調

査の地形判読）および北海道電力（2015a）の海上音波探査結果（測線EW2A）を用いた本調査の分

析から，東傾斜と推定されるが，文献調査対象地区の大陸棚との地理的関係から，文献調査対象地

区内の最終処分を行おうとする地層に分布する可能性は低い。また，北から 2番目および 3番目の

断層は，東翼に示されていること（2番目：北海道電力，2015a；岡村，2019；岡村・佐藤，2023，3

番目：岡村，2019；岡村・佐藤，2023；本調査の地形判読）および北海道電力（2015a）の海上音波

探査結果（測線EW3A，NESW1A，EW4A）を用いた本調査の分析から，西傾斜と推定されるが，文

献調査対象地区から遠ざかる方向であるため，文献調査地区内の最終処分を行おうとする地層に分

布しないと考えられる。 

以上より，北海道電力（2015a）らの海底活断層は，文献調査対象地区周辺の大陸棚に分布してい

ないと考えられる。 

 

（4）活断層研究会編（1991）の海底活断層A 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

活断層研究会編（1991）が地球物理学的調査結果などを用いて示した本断層に対して，既存の海

上音波探査結果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2013a，2013b）の探査測線において，本断
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層が示される陸棚斜面付近にステップ状の地形がみられることから，本断層付近を覆う地層は海底

地すべり堆積物の可能性があると考えられ，後期更新世以降の活動の有無の判断ができない。 

以上より，活断層研究会編（1991）の海底活断層Aは，（ア）または（イ）に該当することが明ら

かまたは可能性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

活断層研究会編（1991）の海底活断層Aは，海底面における延長が 10 km未満のため，（ウ）に該

当しない。 

 

（5）活断層研究会編（1991）の海底活断層B 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

地球物理学的調査結果などを用いて，活断層研究会編（1991）は本断層を，岡村・佐藤（2023）は，

東方の寿都海脚に鮮新世以降に活動したとする背斜軸を示している。一方，既存の海上音波探査結

果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2013a，2015a）の探査測線において，本断層が示される

陸棚斜面に中新統以下に背斜構造がみられるが，これらを覆う下部更新統以上の内部に乱れた反射

面がみられることや地層が欠損していることから，これらは地すべり堆積物の可能性があるため，

後期更新世以降の活動の有無の判断ができない。 

以上より，活断層研究会編（1991）の海底活断層Bは，（ア）または（イ）に該当することが明ら

かまたは可能性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

活断層研究会編（1991）の示す海底活断層 Bは，海底面における延長が 10 km未満のため，（ウ）

に該当しない。 

 

（6）渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層 

（i）後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できない震源として考慮する活断層の

断層面および地震活動に伴って永久変位が生じる断層の断層面 

渡辺・鈴木（2015），中田（2015）および小野・斉藤（2019）の変動地形学的調査により示された

本断層に対して，岡村・佐藤（2023）は，地球物理学的調査結果から，本断層の西方または同様の

位置に背斜軸を示し，その活動性は「後期鮮新世以前に成長したと考えられる」と解釈している。

また，既存の海上音波探査結果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2015a）の探査測線におい

て，本断層が示される位置付近に上部更新統は堆積しておらず，下部～中部更新統も層厚が薄いた

め，後期更新世以降の活動の有無の判断ができない。 

以上より，渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層は，（ア）または（イ）に該当することが明らかま

たは可能性が高いとはいえない。 

 

（ii）地表における延長がおおむね10 km以上の断層 

本断層は，例えば，渡辺・鈴木（2015）が変動地形学的調査により延長を約 13.1 kmとして示して

いる。既存の海上音波探査結果を用いた本調査の分析では，北海道電力（2015a）の探査測線におい
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て，本断層との交点付近に地層の変位は確認されない。 

以上より，渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層は，海底面における延長が 10 km以上との情報があ

るが，その地下に断層の存在を示唆する詳細な情報は確認されないことから，（ウ）に該当すること

が明らかまたは可能性が高いとはいえない。 

 

5.2 地すべり面 

文献調査対象地区に分布する地すべりの活動性に関する情報は確認されないため，後期更新世以

降の活動を否定できないことが明らかまたは可能性が高いとはいえないと判断される。 

以上より，文献調査対象地区内の地すべりに伴う地すべり面は（イ）に該当することが明らかま

たは可能性が高いとはいえない。 

 

5.3 地質断層 

4.3で示した地質断層はすべて地表における延長が 10 km未満のため，文献調査対象地区に分布す

る地質断層は（ウ）に該当しない。 
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第6章 評価のまとめ 
6.1 基準に照らした評価 

第 5章に示したように，後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない震源とし

て考慮する活断層または地震活動に伴って永久変位が生じる断層に該当する断層は，白炭断層であ

るが，断層面および断層コアを含め最終処分を行おうとする地層において避ける場所は不明である。

また，北海道電力（2015a）らの海底活断層は，後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否

定できない震源として考慮する活断層または地震活動に伴って永久変位が生じる断層に該当する可

能性が高いが，文献調査対象地区の最終処分を行おうとする地層に分布していない可能性が高い。 

後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動が否定できない断層等のうち変位を及ぼす地すべ

り面，あるいは地表における延長がおおむね 10 km以上の断層に該当する断層等として評価される

ものはない。 

 

6.2 概要調査に向けた考え方 

文献調査において十分に評価できなかった点について，概要調査では，「断層等」などの影響が及

ばないように「最終処分を行おうとする地層及びその周辺の地層」（対象地層等）を選ぶことから，

個別の断層などを，対象地層等からの距離などの影響の大きさに応じて詳細度を変えて調査・評価

する。 

「断層等」を含む「地震等の自然現象による地層の著しい変動」などの広域的な現象は，基本的

に概要調査により把握し，許容リスク内である（「おそれが少ない」など）ことの確認が難しいもの

も含めて，影響が及ぶ範囲を対象地層等から除外する，という結論を基本的には得ることができる

と考えられる。 

文献調査において十分に評価できなかった点について，概要調査に向けて留意する事項として以

下に示す。 

白炭断層については，西傾斜の場合には地下で文献調査対象地区内に分布する可能性があること，

また，本断層の変動地形学的調査による北端の延長部周辺に広がる沖積面下に伏在している場合に

は文献調査対象地区内に分布する可能性があることに留意する必要がある。 

また，白炭断層以外の断層等について，第 4章および第 5章では，断層等の基準（ア）～（エ）

への該当性の確認に際して，変動地形学的調査，地質調査および地球物理学的調査などによる総合

的な評価を行うために不足する情報を，「確認されなかった」または「不明である」などと示してい

る。これらの例を以下に示す。 

○ 活動性について 

・ 地質調査および地球物理学的調査，またはそのいずれかの調査が確認されなかったため，

活動性の総合的な評価に至らない。 

・ 文献・データの詳細が不明であり，活動性の判断ができていない。 

・ 後期更新世以降の活動性を示唆する結果と否定する結果の両方があり，どちらが正しいか

判断できる情報が不足している。 

○ 位置について 

・ 最終処分を行おうとする地層における断層面や断層コア（破砕部）の位置について不明で

ある。 
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これらの調査・評価方法と概要調査での評価の見通しを基準別に示す。全般的には，産業技術総

合研究所深部地質環境研究センター編（2007），同研究所深部地質環境研究コア編（2012），地震調査

研究推進本部（2010），および原子力規制委員会（2013，2021）なども必要に応じて参照する。 

基準（ア）（イ）の活動性については，変動地形学的調査で示されている活断層が多く，これらに

対して地質調査および地球物理学的調査の情報を拡充することで，後期更新世または中期更新世以

降の活動性を総合的に評価することが可能である。また，これらの調査では，断層面や基準（エ）

の断層コアの部分を確認することとなる。さらに，基準（ア）（イ）のどちらに該当するかは，原子

力規制委員会（2013）を参照して，必要に応じて評価する。 

基準（イ）のうち変位を及ぼす地すべり面については，地すべりの幅と深さの関係（上野，2001；

地すべり災害復旧技術研究会編，2018）を考慮すると，文献調査対象地区内に分布する陸域の地す

べり地形の地すべり面は最終処分を行おうとする地層に分布する可能性は低いと考えられる。その

ため，概要調査以降では，最終処分を行おうとする地層を対象とする地質調査や地球物理学的調査

によって伏在する地すべり面が存在していた場合には，その活動性について，地質調査や地球物理

学的調査によって総合的に評価する必要がある。 

基準（ウ）については，文献調査段階で取得可能な地下の情報に限りがあることを考慮して，「大

規模地下施設とそれを取り巻く地下地質環境に著しい影響を及ぼす可能性のある断層の規模と考え

られる」断層の評価指標として「地表における延長がおおむね 10 km以上」とされている（経済産

業省資源エネルギー庁，2023）。これは「規模が大きい断層」（原子力規制委員会，2022；考慮事項④，

1.1.2 参照）を考慮した基準であるが，原子力規制委員会（2021）は「破砕帯の幅」および「累積の

変位量」を「規模が大きい断層」の評価指標としている。そのため，基準（ア）（イ）に該当しない

断層を評価する際には，これらの評価指標の差異に留意して，地質調査や地球物理学的調査を実施

することが考えられる。 

また，基準（イ）の断層等や上記の「規模が大きい断層」に関しては，「事業許可までの物理探査

等の調査では，細かな断層等の判別や破砕帯の幅等の確認が困難であることも考えられるため，建

設段階で断層等が確認された場合は詳細に調査を行う必要がある」（原子力規制庁，2021）。そのた

め，基準（イ）や「規模が大きい断層」の該当性については，概要調査以降から建設段階において

も，評価が必要となる可能性が考えられる。なお，基準（イ）に該当するような副断層は，ある地

点で副断層の断層変位が地表で発生する可能性などを評価する，確率論的断層変位ハザード解析（例

えば，Youngs et al., 2003；高尾ほか，2013；鈴木ほか，2017など）が参考となると考えられる。 

基準（エ）については，文献調査段階において，ずれ（断層変位）による人工バリア損傷防止の

観点のみを考慮していることから，断層面以外に断層コアの部分を避けることとしている（経済産

業省資源エネルギー庁，2023）。一方で，断層運動の影響としては，ずれ（断層変位）だけでなく，

「地下水流動経路を通じた放射性物質の移動の促進等を防止する観点」（原子力規制庁，2021）を考

慮する必要があり，原子力規制委員会（2022）は，後期更新世以降（約 12～13万年前以降）の活動

が否定できない断層等のうち震源として考慮すべき活断層の活動に伴い損傷を受けた領域を避ける

こととしている。概要調査では，地表地質踏査，ボーリング調査または地球物理学的調査により，

その領域を評価することが可能と考えられる。 

これらに加えて，断層の地下での連続性および文献調査で検出されていない伏在する活断層など

について，海域を含む詳細な地形情報，段丘の高度分布，地質構造，測地観測データ，重力異常，

磁気異常，震源データ，地下水等の化学特性のデータおよび地下深部における物理特性のデータな
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どを拡充することで，文献調査段階よりも確からしい評価が可能と考えられる。 
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添付資料B 各文献における活断層抽出手法および分布図の精度 

 

表 B-1 文献調査対象地区陸域の主要文献における活断層抽出方法の概略と位置精度 
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表 B-2 文献調査対象地区陸域の個別文献における活断層抽出方法の概略と位置精度 

 

 

表 B-3 文献調査対象地区海域の文献における変動地形学的調査による活断層抽出方法の概略と位置精度 
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表 B-4 文献調査対象地区海域の文献における海上音波探査記録による活断層抽出方法の概略と位置精度 
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表 C-2 海域の地形判読に用いた基準および対象とした地形形態 

 

分類 本調査における定義 Goto et al. (2022) の凡例 

sLa 
撓み，細長く両側の斜面が凸状斜面の海丘，海丘や堆などにおける異常勾配（back tilt）および海底谷中の穿入

蛇行や先行谷などの断層運動による変位・変形を受けた可能性のある地形要素を伴う崖や地形境界 

active fault 

sLb 

撓み，細長く両側の斜面が凸状斜面の海丘，海丘や堆などにおける異常勾配（back tilt）および海底谷中の穿入

蛇行や先行谷などの断層運動による変位・変形を受けた可能性のある地形要素を伴う崖や地形境界からなるが，

位置が不明瞭なもの 

active fault (site indistinct) 

sLc 
断層運動による変位・変形を受けたと可能性のある崖や地形境界からなるが，他の原因によってリニアメント

が形成された疑いが残るあるいは地形が不明瞭なため成因の識別が困難なもの 

presumed active fault 
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表 D-1 文献調査対象地区とその周辺地域の海域層序対比表 
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添付資料E 本調査の地形判読などによる河成段丘の詳細 

 

○ 調査方法 

黒松内低地断層帯に属する黒松内低地帯北部に分布する河成段丘面と，尻別川断層帯に属する尻

別川下流域および目名川流域に分布する河成段丘面と，火山麓扇状地面を対象とした地形判読を実

施した。地形判読に当たっては，河成段丘と火山麓扇状地面の判読漏れや誤判読の発生可能性を低

減するために，河成段丘面と火山麓扇状地面以外の地形種（例えば，小起伏面，山麓堆積地形，地

すべり・崩壊地形，砂丘・沿岸州）についても判読対象とした。地形面と地形種の同定は，縮尺 50,000

～25,000分の 1 の空中写真（1960～1970年代に国土地理院撮影）の実体視判読に加え，地理院タイ

ルの赤色立体地図にあらわれる地形のテクスチャーの違いに基づいて行った。基図には，国土地理

院発行の縮尺 25,000分の 1 地形図を用いた。地形面と地形種の判読基準については，説明書「隆起・

侵食」の添付資料Bに示す。 

河成段丘面と火山麓扇状地面の形成年代については，（1）段丘面の分布高度・連続性・開析度合

い，（2）説明書「隆起・侵食」において区分・編年を示した海成段丘面との地形層序的関係，（3）

文献により得られた年代資料，（4）洞爺火砕流堆積物（109±ca.3 ka；東宮・宮城，2020）の堆積面

または年代が推定された段丘面との高度関係に基づいて推定した。 

 

○ 黒松内低地帯北部 

・ 段丘面の分布と特徴 

本地域に分布する河成段丘面の多くは，朱太川に流下する支谷の出口付近に発達する扇状地を起

源とする。これらの河成段丘面を，低位面（Lf1～Lf3面），中位面（Mf1，Mf2 面），高位面（Hf 面）

に区分した（図E-1）。低位面は現河床沿いに連続的に分布しており，段丘面の開析がほとんど進ん

でいないもの，中位面は低位面に比べると分布が断続的であり，段丘面の開析が進んだもの，高位

面は分布が断片的であり，尾根状のわずかな平坦面を残すものである。また，熱郛川沿いには河成

段丘面だけでなく，洞爺火砕流堆積物の堆積面が残されている（例えば，久保ほか，1983；山岸，

1984；奥村，2003；北海道電力，2015；Goto et al., 2018）。本調査では，この堆積面をM面と仮称す

る。 

以下に各段丘面の分布と特徴について述べる。 

Hf 面：月越山脈の南東麓，白炭川や下白炭川が形成する離水扇状地面の扇端部，熱郛川に流下す

る支谷の標高 90～110 m付近に分布する。現河床からの比高は 20～70 m 程度である。段丘面は開

析が進んでおり，その外縁部が丸みを帯びた尾根状の地形として認められる。Hf 面は，分布高度の

違いによりさらに細分化することが可能であるが，本調査では一括で扱うこととする。 

M 面：久保ほか（1983），山岸（1984），奥村（2003），北海道電力（2015）およびGoto et al., (2018) 

から洞爺火砕流堆積物の堆積面と考えられる地形である。熱郛川沿いの標高 50～70 m 付近におい

て，河谷を埋めるように発達する小規模な起伏を伴う地形面として認められる。現河床からの比高

は 20～30 m 程度である。 

Mf1 面：寿都低地よりも上流の標高 50～200 m 付近に分布する。現河床からの比高は 10～50 m

程度である。段丘面の開析は進んでいるが，比較的広い平坦面が残されている。例えば，朱太川に

流下する支谷の出口付近に発達するMf1 面は，残された平坦面の形状から扇状地起源であることが

認識できる程度に平坦面が残されている。熱郛川と朱太川との出合い付近に発達するものは，M面
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よりも分布標高が高い。 

Mf2 面：寿都低地よりも上流，黒松内低地帯北部の西側の標高 30～80 m 付近に分布する。現河

床からの比高はおおよそ 10～30 m 程度である。Mf1 面よりも，段丘面が広く残されている。扇端

部はM面よりも分布標高が低い。 

Lf1 面：月越山脈の南東麓，幌別山地西麓の，標高 20～140 m 付近に分布し，現河床からの比高

は 5～20 m 程度である。その多くが，朱太川に流下する支谷の離水扇状地面と考えられる。段丘面

の開析は進んでおらず，広い平坦面が残されている。 

Lf2 面：月越山脈の南東麓，幌別山地西麓，朱太川，添別川，黒松内川沿いの標高 10～45 m 付近

に分布し，現河床からの比高は数～10 m 程度である。その形状から，扇状地および蛇行原または氾

濫原起源と考えられ，朱太川と白炭川の合流点より上流部では，低位面の中で最も発達の良い段丘

面である。奥村ほか（1984）が述べるように，寿都湾に面したものの末端は海食崖に切られている。

段丘面の開析は進んでいない。 

Lf3 面：朱太川・添別川・黒松内川・熱郛川沿いの標高は 20～30 m 付近に断片的に分布する。現

河床からの比高は数～10 m 程度である。その多くは蛇行原または氾濫原起源と考えられる。段丘面

の開析は進んでいない。 

 

・ 段丘面の形成年代 

本調査による段丘面区分と文献との対応について図 E-3 に示す。各段丘面の推定形成年代につい

て以下に述べる。 

Mf1 面は，熱郛川沿いにおいてM面（洞爺火砕流の堆積面）よりも高位に位置していることから，

洞爺火砕流の流下（109±ca.3 ka；東宮・宮城，2020）以前に形成された河成段丘面であると考えら

れる。さらに，Mf1 面は，比較的広い段丘面を発達させていることから（図 E-1），本調査では，こ

の段丘面が，一つ前の氷期（MIS 6）に形成されたものであると推定した（図 E-3）。 

Lf1 面およびLf2面は，MIS 5e とMIS 5cに対比される海成段丘面が発達する寿都低地において，

MIS 5e とMIS 5c の旧汀線アングルに対応する高度に海食崖の発達がみられない（図 E-1）ため，

Lf2 面の末端の海食は，完新世（MIS 1）に受けたものと推定される。このことから，Lf1 面と Lf2

面は，MIS 5c以降，MIS 1 以前に形成された河成段丘面であると考えられる。文献で得られた 14C

年代値を参照すると，Lf1 面を構成すると考えられる礫層の上位に堆積した泥炭層の泥炭と木片か

ら約 43,000～49,000 y.B.P（図 E-1；吾妻ほか，2003）という年代値が，同じくLf1面を構成すると

考えられる砂礫層に挟在するシルト層中の木片から＞37,000 y.B.P（スケールアウト）（図E-1；奥村

ほか，1984）という年代値が，Lf2 面を構成すると考えられる砂礫層の下位のシルト層中の木片か

ら約 26,000 y.B.P の年代値（図E-1；奥村ほか，1984）が，それぞれ得られている。これらの点から，

本調査では，Lf1面が最終氷期前半，Lf2 面が最終氷期後半（MIS 2）にそれぞれ形成された河成段

丘面であると推定した（図 E-3）。 

上記以外の河成段丘面（Hf 面，Mf2 面，Lf3 面）について，年代が推定された段丘面との高低関

係から判断すると，Hf 面がMIS 6以前，Mf2 面が洞爺火砕流堆積物の流下以降最終氷期以前，Lf3

面がMIS1（完新世）に形成された河成段丘面であると考えられる（図 E-1）。 
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○ 尻別川下流および目名川流域 

・ 段丘面の分布と特徴 

本地域に分布する河成段丘面を低位面（Lf1～Lf3 面），中位面（Mf1，Mf2 面），高位面（Hf1～

Hf3 面）に区分した。低位面は現河床沿いに連続的に分布しており，段丘面の開析がほとんど進ん

でいないもの，中位面は低位面に比べると分布が断続的であり，段丘面の開析が進んだもの，高位

面は中位面よりも分布が断片的になり，尾根状の地形面として認識されるものである。 

ニセコ・雷電火山群から尻別川に向かって発達する火山麓扇状地面についても河成段丘面と同様

に低位面（Lv 面），中位面（Mv 面），高位面（Hv 面）に区分した。低位面は現河床沿いに連続的

に分布しており，段丘面の開析がほとんど進んでいないもの，中位面は低位面に比べると分布が断

続的であり，段丘面の開析が進んだもの，高位面は中位面よりも分布が断片的となり尾根状に発達

するものである。 

本地域には，これらの段丘面に加えて，洞爺火砕流堆積物の堆積面が残されている（例えば，山

岸，1984；北海道電力，2015）。本調査では，この堆積面をM面と仮称する。 

以下に各段丘面の分布と特徴について述べる。 

Hf1 面：賀老山山地北西麓の標高 200～300 m 付近に分布する。現河床からの比高は 40～80 m程

度である。段丘面の開析が顕著に進んだ尾根上の地形として認識される。 

Hf2 面：幌別山地東麓，賀老山山地北西麓の標高 50～200 m 付近に分布する。尻別川や目名川に

流下する支谷の扇状地起源と考えられ，現河床からの比高は 10～50 m 程度である。一般に段丘面

の開析は進んでいるが，目名川に流下する貝殻沢川～チリベツ川付近のHf2 面には，扇状地起源で

あることが認識できる程度に平坦面が広く残されている。 

Hf3 面：幌別山地東麓，賀老山山地北西麓の標高は 50～300 m 付近，尻別川や目名川に流下する

支谷の扇状地起源と考えられ，現河床からの比高は 10～35 m 程度である。段丘面の開析は進んで

いるが，全体的にHf2面よりも広く平坦面が残されている。 

M 面：山岸（1984）および北海道電力（2015）から洞爺火砕流堆積物の堆積面と考えられる地形

である。尻別川と目名川沿いの標高 30～100 m付近において，現河床からの比高は 20～45 m 程度

の小規模な起伏を伴う地形面として，断片的に分布が認められる。 

Mf1 面：幌別山地東麓のツバメの沢川周辺に発達する離水扇状地面であり，標高は 50～250 m 付

近に分布する。現河床からの比高は 10～30 m 程度である。段丘面の開析は進んでいるが，比較的

広い平坦面が残されている。 

Mf2 面：尻別川および目名川沿いの標高 10～50 m 付近に断片的に分布する。現河床からの比高

は 5～30 m 程度であり，洞爺火砕流堆積物の堆積面であるＭ面よりも低位に位置する。段丘面の開

析は，あまり進んでいない。 

Lf1 面：尻別川と目名川の合流点より上流部，標高 80～100 m 付近に断片的に分布する。現河床

からの比高は数～20 m 程度である。段丘面の開析は進んでおらず，平坦面を良く残す。 

Lf2 面：尻別川と目名川の合流点より上流部，標高 20～120 m 付近に断片的に分布する。低位面

の中で最も広く発達する段丘面であり，目名川に流下する支流沿いにも分布が認められる。現河床

からの比高は数m～15 m 程度である。Lf1面と同様，段丘面の開析は進んでおらず，平坦面を良く

残す。 

Lf3 面：賀老山山地北西麓に発達する扇状地面である。標高 50～130 m 付近に位置し，現河床か

らの比高はおおよそ数m～5 m 程度である。段丘面の開析は全く進んでいない。 
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Hv 面：標高 150～350 m付近に発達する，現河床からの比高 10～55 m 程度の段丘面である。段

丘面の開析は進んでおり，平坦面はHf2面と同程度残っている。 

Mv 面：標高 30～300 m 付近に発達する，現河床からの比高 10～40 m 程度の段丘面である。段丘

面の開析は進んでおり，平坦面はMf1 面と同程度残っている。 

Lv面：標高 15～300 m 付近に発達する，現河床からの比高数～30 m 程度の段丘面である。洞爺

火砕流堆積物の堆積物であるM面を切るようにして発達する。段丘面の開析は進んでおらず，広い

平坦面が残されている。 

 

・ 段丘面の形成年代 

本調査による段丘面区分と文献との対応について図 E-3 に示す。各段丘面の推定形成年代につい

て以下に述べる。 

北海道電力（2015）を参照すると，Hf3 面と Mf1 面を構成する段丘礫層の被覆層中には Toya が

確認されている（図 E-2）。このことから，Hf3 面と Mf1 面，ともにToya 降灰前に形成された段丘

面であると推定される。これら両段丘面のうち，Mf1面は，広い段丘面を発達させていることから，

本調査では，Mf1 面がToya 降灰の 1 つ前の氷期（MIS 6）に形成されたものであると推定した（図 

E-3）。したがって，Hf3 面およびそれより高位に位置する Hf2 面，Hf1 面は MIS 6 以前に形成され

た河成段丘面であると考えられる（図 E-3）。 

Lf1～Lf3 面については，いずれも段丘面の開析が進んでおらず広い平坦面を残していることから，

最終氷期以降に形成された河成段丘面であると考えられる。本調査では，これらの段丘面のうち，

最も広く発達するLf2 面が最終氷期後半のMIS 2 面に形成された河成段丘面であると推定した（図 

E-3）。この推定に基づけば，Lf1面は最終氷期の前半，Lf3面はMIS 1（完新世）に形成された河成

段丘面であると考えられる（図 E-3）。 

Mf2 面については，洞爺火砕流の堆積面であるM面よりも低位に位置し，Lf1 面よりも高位に位

置する。このことから，Mf2 面は，洞爺火砕流の流下以降，最終氷期以前に形成された河成段丘面

であると考えられる（図 E-3） 

火山麓扇状地面であるLv面は，洞爺火砕流の堆積面であるM面を切って発達していること，Lf1

～Lf3 面と同様に段丘面の開析が進んでいないことから，最終氷期以降に形成された火山麓扇状地

面であると考えられる（図 E-3）。一方，Mv 面と Hv 面については，段丘面の開析度合いが，それ

ぞれMf1～Mf2 面とHf2 面と同程度である。このことから，本調査ではMv面はMIS 6 から最終氷

期（MIS 6～5）に，Hv 面はMIS 6以前に形成されたものと推定した（図 E-3）。 
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図 E-1 黒松内低地帯北部における主な地形面の分布 

基図の元データには，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行 M7000 シリーズを

使用（（一財）日本水路協会承認第 2021006 号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）

に，寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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図 E-2 尻別川および目名川流域の主な地形面の分布 

基図の元データには，国土地理院数値標高データを使用。寿都町の行政界（二点鎖線）は「国土数値情報（行

政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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添付資料 F 基準（ウ）の評価に関連する補足情報 

 

説明書本文中において，基準（ウ）の地表における延長がおおむね 10 km 以上の断層の断層面に

ついて，明らかまたは可能性が高い以外の評価となった断層が存在する。これらの断層については，

基準に照らした評価（1.3.3）に沿って，存在の確実性，延長および最終処分を行おうとする地層に

おける分布を本文中で評価していない。本添付資料では，これらに加え，地質構造などのその他の

情報（構造発達，変位の向き，累積変位量および断層コアなど）を補足情報として示す。 

断層や地質構造に関する情報について図 F-1 に示す。本添付資料では，個別の断層ごとに情報を

整理しており，文献調査対象地区およびその周辺地域に関する全体的な地質構造に関する情報につ

いては，本説明書 4.4.2または説明書「地形，地質・地質構造」に記載している。 

また，地質構造などのその他の情報として，累積変位量を読み取っている場合がある。文献調査

対象地区が位置する北海道南西部から日本海東縁変動帯にかけての地形・地質構造は，南北方向と

北西－南東方向のものの組み合わせからなり，東北日本弧の脊梁山脈およびその西方の北への延長

部とみなされている（岡，1997，1999）。そのため，文献調査対象地区およびその周辺地域は，イン

バージョン・テクトニクス（例えば，岡村ほか，1992；Sato, 1994）の影響が考えられる。この場合，

正断層の変位量を逆断層の変位量が打ち消している可能性が考えられるので，累積変位量の読み取

り値の解釈には留意が必要である。 
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図F-1 文献調査対象地区およびその周辺地域の地質構造 

本図は各文献で同様の断層および構造を示していると考えられるものを単純化して示している。変位の向き

（隆起側および低下側）については，文献などの情報を解釈して示している。陸域は，活断層については活断

層研究会編（1991），池田ほか編（2002），中田（2015），北海道電力（2015a）および今泉ほか編（2018）

を，地質断層と地質構造については 5 万分の 1 地質図幅（鈴木ほか，1981；山岸ほか，1976；山岸，1984）

を参照。海域は，活断層研究会編（1991），海上保安庁水路部（1995），泉ほか（2014），北海道電力（2015a），

中田（2015），渡辺・鈴木（2015），小野・斉藤（2019）および岡村・佐藤（2023）を参照。基図の元データ

には，陸域は国土地理院数値標高データを使用，海域は日本水路協会発行M7000 シリーズを使用（（一財）日

本水路協会承認第 2021006号）。海岸線は「国土数値情報（海岸線データ）」（国土交通省）に，寿都町の行政

界（二点鎖線）は「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）に基づく。 
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◎ 活断層（陸域） 

○ 樽岸リニアメント 

・ 地表における延長 

本リニアメントの地表における延長は長さ約 3.2～7.1 km である（4.1.1（1）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本リニアメントが示されている（奥村，1983；活断層研究会編，1991；

Kumamoto et al., 2016）が，北海道電力（2015a）は，本リニアメント南部で実施した地表地質踏査

により，断層の存在を示唆するような破砕帯および地層の不連続が認められないことから，本リニ

アメントは断層ではなく異なる岩質境界にあたり，両者の侵食に対する抵抗力の違いに起因する組

織地形であると判断している。また，本リニアメントを横断する地質断面図でも，地下の分布は示

されていない（図 F-2）。 

以上より，本調査で得られた情報では，本リニアメントは断層としては存在しないと考えられる。 

 

 

図F-2 樽岸リニアメント付近の地質断面図（北海道電力，2015a） 

北海道電力（2015a）の地質断面図を一部抜粋。断面図の位置の詳細および地層・岩体の凡例は北海道電力

（2015a）を参照。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991）は，西側隆起で変位基準が山地斜面とされ

ている。累積変位量などは不明である。 

 

○ 五十嵐川断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 1.5～2.7 kmである（4.1.1（2）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（活断層研究会編，1991；北海道電力，2015a；本調査



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地震・活断層」 

F-4 

の地形判読結果）が，地層の変位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学的調査の情報

が確認されない。そのため，断層として存在する可能性および最終処分を行おうとする地層におけ

る分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991）は，山地斜面を変位基準とした上下成分の

断層変位が 10 m で東側隆起としている。北海道電力（2015a）も同様に東側隆起として示している。 

 

○ 湯別・丸山西側付近の断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 3.4～4.9 kmである（4.1.1（3）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（池田ほか編，2002；北海道電力，2015a；今泉ほか編，

2018；本調査の地形判読結果）が，地層の変位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学

的調査の情報が確認されない。そのため，断層として存在する確実性は不明である。 

一方，本調査の推定地質断面図（C-C’断面：説明書「地形，地質・地質構造」）では，丸山丘

陵にみられる背斜構造とその頂部の東への傾動，朱太川右岸地域の向斜構造および西傾斜と推定さ

れている震源断層を説明する断層システムとして，ウェッヂ・スラスト（例えば，池田ほか編，2002

など）を想定している（図 F-3）。これは，本断層が逆断層と仮定すると，上記の変動地形学的調査

で西側隆起として示されていることと整合する。したがって，本断層付近の地質構造を考慮すると，

最終処分を行おうとする地層において，ウェッヂ・スラストの形状で分布している可能性がある。 

 

図F-3 湯別・丸山西側付近における推定地質断面図（説明書「地形，地質・地質構造」） 

Slv：寿都層，Ia・Iv：磯谷層，Kms：黒松内層，St：瀬棚層，tr：段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物，a：

沖積堆積物。説明書「地形，地質・地質構造」のC-C’推定地質断面図を一部抜粋，編集。断面図の位置は説

明書「地形，地質・地質構造」を参照。 
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・ 地質構造などのその他の情報 

本調査の推定地質断面図（C-C’断面：説明書「地形，地質・地質構造」）では，寿都層下部（Slv）

に少なくとも鉛直方向に 140 m 程度の西側隆起の変位が読み取れる（図 F-3）。本断層が過去は東傾

斜の正断層として活動していたが，その後東傾斜の逆断層の活動に変遷したと仮定すると，140 m

以上の変位量があった可能性も考えられる。 

また，変動地形学的調査では，池田ほか編（2002）は，変位基準面であるM面（最終間氷期以降）

に変位量 5 m の撓曲崖（東側隆起）を示している。 

 

○ 丸山東側付近の断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 3.7 kmである（4.1.1（4）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（北海道電力，2015a；今泉ほか編，2018）が，地層の

変位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学的調査の情報が確認されない。そのため，

断層として存在する確実性は不明である。 

北海道電力（2015a）は，丸山丘陵と朱太川沿いに広がる沖積低地との境界を，丸山丘陵やその頂

部の H0 段丘面の東方への傾動の形成に関連する断層の伏在の可能性を考慮して本断層を示してい

る。一方，本調査の推定地質断面図では，丸山丘陵にみられる背斜構造とその頂部の東への傾動な

どを説明する断層システムとして，ウェッヂ・スラストを想定している（図 F-3）。これに加え，丸

山丘陵頂部の傾動については，丘陵の東西に白炭断層と湯別・丸山西側付近の断層が示されている

こと，また，池谷・林（1982）の指摘のように本地域の構造は褶曲軸に支配されている可能性を考

慮すると，丸山東側付近の断層の活動以外によって形成された可能性も考えられる。したがって，

最終処分を行おうとする地層において分布していない可能性がある。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

累積変位量などは不明である。 

 

○ 歌棄リニアメント 

・ 地表における延長 

本リニアメントの地表における延長は長さ約 4.9～12 km である（4.1.1（5）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本リニアメントが示されている（奥村，1983；活断層研究会編，1991；今泉

ほか編，2018）が，北海道電力（2015a）は，本リニアメントの中央付近で水平方向に長さ約 40 m

にわたって連続する自然露頭で地質観察を行い，断層を示唆するような破砕帯や地層の不連続は認

められないことを確認している。また，本リニアメントを横断する地質断面図でも，地下の分布は

示されていない（図 F-4）。 

以上より，本調査で得られた情報では，本リニアメントは断層としては存在しないと考えられる。 
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図F-4 歌棄リニアメント付近の地質断面図（北海道電力，2015a） 

北海道電力（2015a）の地質断面図を一部抜粋。断面図の位置の詳細は北海道電力（2015a）を参照。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991）は，東側隆起で変位基準が山地高度とされ

ている。今泉ほか編（2018）も同様に，東側隆起として示している。累積変位量などは不明である。 

 

○ 白炭断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 4.7～8.3 kmである（4.1.1（6）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査などで本断層が示されており（活断層研究会編，1991；山岸・木村，1981；今

泉・渡島半島活断層研究グループ，1982；奥村，1983；寒川，1984；山岸，1984；池田ほか編，2002；

吾妻ほか，2003，2004；奥村，2003；北海道電力，2015a；Kumamoto et al., 2016；今泉ほか編，2018），

地層の変位が露頭調査（山岸・木村，1981）およびピット掘削調査（吾妻ほか，2004）により確認

されている。そのため，断層として確実に存在する。 

最終処分を行おうとする地層においては，反射法地震探査結果（図 4.1-10 北海道電力，2015b）

では，本断層の東側では，西傾斜の断層面が示されているが，西側では，標高約-450 ｍ程度までの

瀬棚層と黒松内層に向斜構造がみられ変動地形に対応した断層構造はみられない。この地下の向斜

構造と地表の変位センスを考慮すると，本断層では黒松内層および瀬棚層における向斜構造の形成

に応じて生じた層面すべり断層である可能性がある（詳細は説明書「地形，地質・地質構造」を参

照）。したがって，最終処分を行おうとする地層については，本断層の東側では，西傾斜の断層が分

布している可能性があり，その西側では，向斜構造の形成に応じて生じた層面すべりとして分布し

ている可能性がある。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変位量については，変動地形学的調査では，活断層研究会編（1991）（断層変位は，今泉・渡島半

島活断層研究グループ，1982：変位基準は，今泉・渡島半島活断層研究グループ，1982；奥村，1983）
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は，段丘面などを変位基準とした上下成分の断層変位が，H2面（15万年以上前）が＞50 m，M1面

（7～8万年前）が 25 m および 30～40 m ならびにM2面（4～5万年前）が 16 m および 20 m として

いる。池田ほか編（2002）は，変位基準面であるH 面（最終間氷期以前）の変位量が 30 m，M 面

（最終間氷期以降）が 5 m，M2面（約 5～2万年前）が 16 m と示している。これらの変動地形学的

調査結果では，いずれも西側隆起としている。今泉ほか編（2018）は，変位基準が高位面（最終間

氷期以前：約 15 万年前以前）の断層変位量が 25 m および 35 m，中位面（最終間氷期―最終氷期：

約 13 万年前～約 3万年前）が 15 m および 3～30 m ならびに低位面（最終氷期以降：約 3 万年前～

約 1 万年前）が 5 m の活撓曲を伴う活断層を示している。 

地質調査では，断層露頭において 0.15～1 m の落差（山岸・木村，1981）が，ピット掘削調査に

おいて最終氷期以降に堆積したと推定されている地層に 0.2～0.3 m 程度（本調査による読み取り値）

の上下変位量（吾妻ほか，2004）が示されている。 

地下については，反射法地震探査結果（北海道電力，2015b）を読み取ると，本断層の東側では，

瀬棚層下面を上下に 70 m 程度，黒松内層下面を上下に 100 m程度，西側隆起の逆断層として変位

させている。また，西側では，本調査の推定地質断面図（C-C’断面：説明書「地形，地質・地質

構造」）では，瀬棚層および黒松内層中に層面すべりを推定しているが，その変位量は不明である

（図 F-3）。 

上記で読み取れる上下成分に加えて，白炭断層では雁行配列（ミの字型）がみられ，山岸・木村

（1981）は断層露頭で左横ずれ変位を確認していることから，縦ずれ変位だけでなく部分的に横ず

れ変位を含んでいることも推定される。 

さらに，変位を受けた部分として，山岸・木村（1981）の露頭観察結果による変位を示唆する記

載（「厚さ2 mmの断層粘土が附着し，その上に水平線と約40 °斜交した条線とそれに平行な，幅5 mm

～1 cm，長さ数 cm のにんじん型の溝状の構造」）より地表付近の断層コア相当の幅は 12 mm 程度

（「断層粘土」の厚さ 2 mm と「にんじん型の溝状の構造」の幅 1 cm の和）であることが考えられ

る。 

 

○ 月越原野断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 2.0～2.5 kmである（4.1.1（7）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（奥村，1983；活断層研究会編，1991；今泉ほか編，

2018；本調査の地形判読結果）が，地層の変位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学

的調査の情報が確認されない。そのため，断層として存在する可能性および最終処分を行おうとす

る地層における分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991）は，南西側隆起で変位基準が山地緩斜面と

されている。累積変位量などは不明である。 
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○ 九連山の沢リニアメント 

・ 地表における延長 

本リニアメントの地表における延長は長さ約 4.0 km である（4.1.1（8）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本リニアメントが示されている（奥村，1983；活断層研究会編，1991）が，

地層の変位・変形を直接確認するための地質調査や地球物理学的調査の情報が確認されない。その

ため，断層として存在する可能性および最終処分を行おうとする地層における分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査において，活断層研究会編（1991）は，山頂緩斜面を変位基準とした上下成分

の断層変位が 15 m で南西側隆起とされている。 

 

○ 黒松内低地断層帯 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

上記の黒松内低地断層帯北部を構成する個別の断層のうち，存在が確実と考えられるのが，白炭

断層であり，それ以外の個別の断層の存在の確実性については明らかではない。 

黒松内低地断層帯を構成する個別の断層でその存在が確実と考えられるのは，白炭断層のほかに

は，熱郛原野付近の断層，蕨岱断層および長万部断層である。これらは，楮原（2013）の露頭調査

（図 F-5），トレンチ掘削調査（図 F-6：吾妻ほか，2004）ならびにトレンチ掘削調査（吾妻ほか，

2003）および P 波反射法地震探査（図 F-7：吾妻ほか，2004）によって，断層構造が確認されてい

る。 
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図F-5 熱郛原野付近の断層の断層露頭の全景写真および露頭スケッチ（楮原ほか，2013） 

「F1断層は，西側隆起を示す明瞭な断層構造として，S-18の標高 53.6 m からS-14の標高 54.6 m に認めら

れる」（楮原ほか，2013）。 

 

 

図F-6 蕨岱断層付近のトレンチ南壁面の詳細スケッチおよび 14C年代測定結果（吾妻ほか，2004） 

断層は，「南壁面では水平グリッドの S16 から S23 付近に認められた。断層は走向がほぼ南北で，西へ約 15

度傾斜する複数の低角逆断層であり，幅約 1 mの断層帯を形成している」（吾妻ほか，2004）。 
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図F-7 長万部断層付近のP波反射法地震探査結果（吾妻ほか，2004） 

「距離 2800 mよりも西側の深度 200 m付近には，長万部断層と思われる逆断層構造が不明瞭ながら確認でき

る」（吾妻ほか，2004）。 

 

・ 地表における延長 

黒松内低地断層帯については，地表における延長は長さ約 32 km以上～51 km（地震調査研究推

進本部地震調査委員会，2005；産業技術総合研究所ホームページ；北海道電力，2015a；3.2.1参照）

とされている。 

上記にまとめたように，黒松内低地断層帯を構成する個別の断層のうち，存在が確実と考えられ

る断層は，白炭断層，熱郛原野付近の断層，蕨岱原野付近の断層および長万部断層である。断層の

確実性を考慮したうえで起震断層の区分方法（松田，1990；産業技術総合研究所ホームページ）に

従うと，これらの断層のうち，白炭断層，熱郛原野付近の断層および蕨岱断層は，同起震断層とし

て評価され，その延長は 10 km よりも長い。そのため，これらは基準（ウ）に該当する可能性が高

い。 

そのため，白炭断層は，基準（ア）（イ）に該当することが明らかであると同時に，地表の延長が

おおむね 10 km 以上の断層の断層面にも該当することとなる。しかし，基準（ウ）は，基準（ア）

または（イ）以外であることが条件であることから，基準（ウ）には該当しない。なお，熱郛原野

付近の断層や蕨岱断層については，文献調査地区から距離があり，本調査における避ける対象とは

ならない。 

 

○ 尻別川断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 6.4～16 km である（4.1.1（10）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されており（活断層研究会編，1991；北海道電力，2015a；中田，

2015；Kumamoto et al., 2016；今泉ほか編，2018；本調査の地形判読結果），尻別川層の傾斜および



北海道寿都郡寿都町 文献調査報告書 
説明書「地震・活断層」 

F-11 

変位が露頭調査（山岸，1986）により確認されている。しかし，この断層露頭の詳細な位置は不明

であり，北海道電力（2015a）などの地質調査による他の箇所の断層露頭は報告されていない。また，

本断層を横断する地質断面図（山岸ほか，1976；北海道電力，2015a），反射法地震探査結果（北海

道電力，2015a）および海上音波探査結果（海上保安庁水路部，1995；嵯峨山ほか，2000；北海道電

力，2013）では，地層のずれを示唆する構造は示されていない。そのため，断層として一部存在す

る区間はあると考えられるが，その他の区間において存在する確実性は不明である。 

また，断層変位地形は主として東向きの断層崖であり（今泉ほか編，2018），本断層付近の震源断

層モデルでも西傾斜と設定されている（北海道電力，2022）。そのため，本断層の震源断層として想

定される傾斜方向を考慮すると，文献調査対象地区の最終処分を行おうとする地層においては，西

傾斜で分布している可能性があるが，その具体的な位置は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

尻別川断層の西方（尻別川左岸）に分布する尻別川層（鮮新世～前期更新世：詳細は説明書「地

形，地質・地質構造」を参照）は，「N10°～40°W，50°～60°E の走向・傾斜の単斜構造をとってい

る」（山岸，1976），また，「磯谷牧場付近から茅沼川付近にかけては，磯谷層と尻別川層の地質境界

付近の急傾斜帯で特徴付けられ，NNW-SSE の走向で 60°～80°東北東へ傾斜した撓曲構造を呈す」

（北海道電力，2015a）。磯谷牧場付近から茅沼川付近の北方および南方では，尻別川層の傾斜は比

較的緩くなる（北海道電力，2015a）。また，磯谷牧場付近の北方，尻別川河口付近西方の海岸線沿

いでは，Mm1 段丘面（MIS 5e）が発達し，その堆積物上面高度分布によると，尻別岬付近から歌棄

に至る海岸部では，東に向かって高度が徐々に高くなる傾向が認められ，その高度差は尻別岬と歌

棄で約 10 m である（北海道電力，2016a）。尻別川断層が磯谷牧場付近から茅沼川付近の区間を中心

に西側を隆起させる逆断層型として運動したと仮定すると，このような尻別川層の単斜構造や段丘

堆積物高度の差異が形成された現象を説明できる。 

一方，反射法地震探査（北海道電力，2015a）によると，尻別川河口付近では，尻別川層が「尻別

川に向かって東傾斜しているが，茅沼川周辺で認められるような急傾斜構造は認められない」とし，

上位の前期～中期更新世の地層（鮎川層）がほぼ水平に堆積していることを示している（北海道電

力，2015a）。また，茅沼川より南方のツバメの沢川付近では，「尻別川層，鮎川層及びMf1 面段丘

堆積物が分布するが，断層の存在を示唆するような系統的な地層の変位及び変形は認められない」

（北海道電力，2015a）。さらに，上記の陸域の北方延長部である海域では，海上音波探査が実施さ

れており，明瞭な活構造は認められていない（嵯峨山ほか，2000；北海道電力，2015a）。これらの

結果は，尻別川断層の活動区間を示す可能性がある。変動地形学的調査では，活断層研究会編（1991）

は，山地高度および尻別川層を変位基準とした西側隆起として示している。北海道電力（2015a）で

は東側隆起および西側隆起のどちらも示されている。以上から，本断層は主には西傾斜の逆断層型

であるが，浅層部では部分的に変位・変形が分散している可能性がある。 

また，本断層では，詳細な位置は不明であるが，断層露頭において尻別川層における変位が確認

されている（山岸，1986）。変位量として「見かけ上落差 10～100 cm の逆断層（N20 °W～60 °W）

が多く認められる」（山岸，1986）ことを確認しているが，断層コアや破砕帯の情報は確認されなか

った。 
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○ 中田ほか（2015）らの活断層 

・ 地表における延長 

本断層の地表における延長は長さ約 1.6～9.4 kmである（4.1.1（11）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（北海道電力，2015a；中田，2015；Kumamoto et al., 

2016；今泉ほか編，2018；本調査の地形判読結果）が，目名川右岸における本断層を横断する群列

ボーリング調査（北海道電力，2015a）では，堆積物中に断層を示唆する構造は認められていない。

そのため，現段階の情報では，断層として存在は確実とはいえない。 

また，今泉ほか編（2018），北海道電力（2015a）および本調査の地形判読結果では，本断層の西

方に西向きの傾動または勾配異常が示されている。また，同様にして西方に，尻別川層にN-S 方向

の褶曲軸が示されている（山岸，1984；北海道電力，2015a）。そのため，最終処分を行おうとする

地層においては，西傾斜の逆断層型として分布している可能性があるが，その具体的な位置は不明

である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

変動地形学的調査では，今泉ほか編（2018）は，本断層南部（目名付近の断層）について，目名

川右岸の高位面（最終間氷期以前：約 15 万年前以前）と左岸の低位面（最終氷期以降：約 3万年前

～約 1 万年前）に断層変位量がそれぞれ 20 m と 5 m の活撓曲を伴う活断層を示している。 

 

◎ 活断層（海域） 

○ 泉ほか（2014）の海底活断層 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 7.1 kmである（4.1.2（1）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（泉ほか，2014）が，本断層を横断する海上音波探査

結果（図 4.1-23：北海道電力，2013）では，明瞭な断層を示唆する構造がないようにみえる（本調

査による分析）。そのため，断層として存在は確実とはいえない。 

また，泉ほか（2014）の地形判読結果では変位の向きが示されておらず，上記の海上音波探査結

果（北海道電力，2013）では，Ⅵ層（中新統以下）が緩やかに北東方向に傾斜しているようにみえ

る（本調査の分析）が，本断層との関連性は不明である。そのため，最終処分を行おうとする地層

における分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

本断層西方の狩場山から弁慶岬の沿岸部の海域について，南方の陸域では NW-SE 方向の軸を持

つ褶曲構造が分布しているが，これらの褶曲構造は，その北方延長海域でⅢ層に傾斜不整合で覆わ

れ変形を与えていない（北海道電力，2013）ことから，少なくとも中期更新世以降の活動は認めら

れないと考えられる。本断層との関連性については不明である。 
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○ 中田（2015）の海底活断層 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 13.8 km である（4.1.2（2）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（中田，2015）が，本断層を横断する海上音波探査結

果（図 4.1-25：北海道電力，2015a）では，明瞭な断層を示唆する構造がないようにみえる（本調査

による分析）。そのため，断層として存在は確実とはいえない。 

また，中田（2015）の地形判読結果では変位の向きが示されておらず，上記の海上音波探査結果

（北海道電力，2013，2015a）では，本断層東方のⅤ層（鮮新統～下部更新統）およびⅥ層（中新統

以下）が褶曲しているようにみえるが，本断層との関連性は不明である。そのため，最終処分を行

おうとする地層における分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

本断層が分布する寿都湾は黒松内低地断層帯の北方延長部に位置し，本断層のほかに，海上保安

庁水路部（1995）は，本断層北部の位置に背斜軸，その東方に褶曲構造を示している。しかし，黒

松内低地帯にみられるような明らかな活構造はないという見解もある（嵯峨山ほか，2000；奥村，

2003；北海道電力，2015a）。 

 

○ 北海道電力（2015a）らの海底活断層 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 9.4～16.0 km である（4.1.2（3）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

本断層を横断する海上音波探査結果（図 4.1-27：北海道電力，2015a）では，西傾斜の断層面が示

されている。 

そのため，断層として存在は確実と考えられ，最終処分を行おうとする地層においては，文献調

査対象地区の大陸棚から遠ざかるように西傾斜で分布していると考えられる。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

本断層または寿都海底谷の西方の背斜軸は，「岩内堆南方背斜」と呼ばれ，活構造として示されて

いる（岡村，2010；北海道電力，2015a；岡村・佐藤，2023）。この背斜構造は，本断層の活動によ

ってその上盤側に形成された断層関連褶曲である可能性が高い。また，本断層は，寿都隆起帯を構

成する断層として，横ずれ変位を含む可能性がある（岡村・佐藤，2023）。 

変位量について，海上音波探査結果（図 4.1-27：北海道電力，2015a）から単純に地層境界の高度

差を読み取ると，本断層はⅤ層上でを 330 m 程度，Ⅵ層上面で 720 m 程度である。 

 

○ 活断層研究会編（1991）の海底活断層A 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 7.0 kmである（4.1.2（4）参照）。 
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・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

活断層研究会編（1991）で本断層が示されているが，本断層を横断する海上音波探査結果（図 

4.1-28：北海道電力，2013）では，詳細な構造は不明である（本調査による分析）。そのため，断層

として存在は不明である。 

また，活断層研究会編（1991）では南西側隆起として示されているが，上記の海上音波探査結果

（北海道電力，2013）では，Ⅵ層およびⅤ層が西へ傾斜しているが，本断層との関連性は不明であ

る。そのため，最終処分を行おうとする地層における分布は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

本断層は陸棚斜面に沿って，大陸棚側を隆起させるような位置に示されているが，本断層に沿っ

た地質構造などのそのほかの情報は確認されず，大陸棚形成との関連性は不明である。 

 

○ 活断層研究会編（1991）の海底活断層B 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 4.2 kmである（4.1.2（5）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

活断層研究会編（1991）で本断層が示されているが，本断層を横断する海上音波探査結果（図 

4.1-30：北海道電力，2015a）では，V 層などに背斜構造が見られるが，一部地層が欠損し，内部構

造が不鮮明であるため，詳細な構造は不明である（本調査による分析）。そのため，断層として存在

の確実性は不明である。 

また，活断層研究会編（1991）では北東側隆起として示されている。上記の海上音波探査結果（北

海道電力，2015a）では，寿都海脚は主にⅦ層とⅥ層より形成され，これらに褶曲構造がみられ，本

断層付近では，Ⅶ層～Ⅴ層に波長の短い背斜がみられるが，これらを覆うⅣ層～Ⅱ層に褶曲構造は

みられない。これと岡村・佐藤（2023）が示す鮮新世以降に活動したとする背斜軸は矛盾しない。

これらの構造から，本断層は東傾斜で分布している可能性があるが，最終処分を行おうとする地層

における具体的な位置は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

海上保安庁水路部（1995）および岡村・佐藤（2023）は，本断層の東方の寿都海脚に背斜軸を示

しており，上記のように東傾斜の可能性がある本断層と関連する可能性はあるが，詳細は不明であ

る。 

 

○ 渡辺・鈴木（2015）らの海底活断層 

・ 地表における延長 

本断層の海底面における延長は長さ約 8.4～13.1 km である（4.1.2（6）参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

変動地形学的調査で本断層が示されている（渡辺・鈴木，2015；中田，2015；小野・斉藤，2019）

が，本断層を横断する海上音波探査結果（図 4.1-30：北海道電力，2015a）では，詳細な構造は不明
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である（本調査による分析）。そのため，断層として存在は確実とはいえない。 

また，渡辺・鈴木（2015）では西側隆起として示されている。上記の海上音波探査結果（北海道

電力，2015a）ではⅥ層以下の地層に褶曲構造がみられ，岡村・佐藤（2023）では，本断層西方付近

に背斜軸が示されている。これらの構造から，本断層は西傾斜で分布している可能性があるが，最

終処分を行おうとする地層における具体的な位置は不明である。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

海上保安庁水路部（1995）および岡村・佐藤（2023）は，本断層の西方または重なる位置に背斜

軸を示している。この背斜の活動性について，岡村・佐藤（2023）は，P2層（後期更新世）および

Q 層（第四紀）が背斜を構成する P1層（前期鮮新世）にオンラップすることから，「後期鮮新世以

前に成長したと考えられる」と解釈している。 

 

◎ 地質断層（陸域） 

○ 月越山脈に分布する地質断層 

・ 地表における延長 

月越山脈に分布する地質断層の地表における延長は長さ約 1.1～3.7 kmである（4.3.1参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

鈴木ほか（1981）および岡村（1984，1986）に月越山脈に分布する断層が示されているが，断層

露頭を確認したといった情報は確認されなかった。そのため，断層として存在の確実性は不明であ

る。 

一方，本調査の推定地質断面図（A-A’断面：説明書「地形，地質・地質構造」）では，寿都層

が西へ傾斜して分布し，同層はNNW-SSE～NW-SEの2本の断層に切られている。これらの断層は，

地表において東方へ張り出すような弧状であることから，西傾斜の逆断層と考えられる。走向が周

囲の寿都層の走向に概ね調和的であることから，これらの断層は鮮新世に開始したと考えられる褶

曲運動に伴う層面すべり断層である可能性がある（図 F-8）。そのため，最終処分を行おうとする地

層においては，寿都層中に西傾斜の断層として分布している可能性がある。 
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図F-8 月越山脈付近の推定地質断面図（説明書「地形，地質・地質構造」） 

Slv・Sh：寿都層，Nv：永豊層，Pda：貫入岩Ⅵ，tr：段丘堆積物および崖錐・地すべり堆積物。説明書「地

形，地質・地質構造」のA-A’推定地質断面図を一部抜粋，編集。断面図の位置は説明書「地形，地質・地質

構造」を参照。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

月越山脈に分布する走向がWNW-ESE の断層（鈴木ほか，1981）については，寿都層を横ずれ変

位させているように読み取れるが，詳細な構造は不明である。 

 

○ 幌別山地北部に分布する地質断層 

・ 地表における延長 

幌別山地北部に分布する地質断層の地表における延長は，岡村（1984）は走向が NW-SE で長さ

約 7.3 kmの断層を，山岸（1984）は走向がNNW-SSE で長さ約 2.8 kmの断層を示している（4.3.1

参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

山岸（1984）は，「図幅北部の幌別川右岸側，歌棄海岸付近および南部の上目名西方では，隣接す

る岩相が構造的に連続しないので，その間に断層を推定した」と述べている。また，岡村（1984）

および山岸（1984）に断層露頭を確認したといった情報およびこれらの断層を横断する地質断面図

は確認されなかった。そのため，断層として存在の確実性は不明である。 

本調査の推定地質断面図（H-H’断面：説明書「地形，地質・地質構造」）では，本断層の地表分

布の北北西に連続する段丘堆積物の下位にも本断層が分布するとしている。したがって，本断層付

近の地質構造を考慮すると，最終処分を行おうとする地層においては，西傾斜の逆断層として分布

する可能性がある。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

幌別山地北部に分布する地質断層についての，地質構造などのその他の情報は確認されなかった。 
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○ 幌別山地中央部西麓に分布する地質断層 

・ 地表における延長 

幌別山地中央部西麓に分布する地質断層の地表における延長は，山岸（1984）は走向がNNE-SSW

で長さ約 2.4 kmの断層と，これを切る同じくWNW-ESE で長さ約 3.2 kmの断層を示している（4.3.1

参照）。 

 

・ 存在の確実性および最終処分を行おうとする地層における分布 

山岸（1984）は，「図幅北部の幌別川右岸側，歌棄海岸付近および南部の上目名西方では，隣接す

る岩相が構造的に連続しないので，その間に断層を推定した」と述べている。また，断層露頭を確

認したといった情報は確認されなかった。そのため，断層として存在の確実性は不明である。 

本調査の推定地質断面図（A-A’断面：説明書「地形，地質・地質構造」）では，寿都層が，走向が

WNW-ESE の断層で磯谷層と接している（図 F-9）。また，走向がNNE-SSW の断層は，地表では示

されていないが，地下では連続している可能性を考慮して，本調査の推定地質断面図（B-B’断面：

説明書「地形，地質・地質構造」）に図示している（図 F-10）。そのため，最終処分を行おうとする

地層においては，寿都層と磯谷層の境界に分布する西傾斜の断層として分布している可能性がある。 

 

 

図F-9 幌別山地中央部西麓推定地質断面図（北側）（説明書「地形，地質・地質構造」） 

Slv：寿都層，Ia・Iv：磯谷層。説明書「地形，地質・地質構造」の A-A’推定地質断面図を一部抜粋，編集。

断面図の位置は説明書「地形，地質・地質構造」を参照。 
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図F-10 幌別山地中央部西麓推定地質断面図（南側）（説明書「地形，地質・地質構造」） 

Slv：寿都層，Da1：貫入岩Ⅸ，Ia：磯谷層，Kms：黒松内層，St：瀬棚層，tr：段丘堆積物および崖錐・地す

べり堆積物，a：沖積堆積物。説明書「地形，地質・地質構造」の B-B’推定地質断面図を一部抜粋，編集。

断面図の位置は説明書「地形，地質・地質構造」を参照。 

 

・ 地質構造などのその他の情報 

幌別山地中央部西麓に分布する地質断層については，西傾斜を推定しているが，その変位量は不

明である。 
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